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1 はじめに 

当該報告書は、「低炭素むらづくりモデル支援事業実施要綱（平成21年４月１日付け20農振第2141号 農林水産事務次官 

依命通知）第７の1に基づき作成された、「実施結果報告書」を補完する関係資料である。 

当該事業の三年度目に際し、温室効果ガス排出量及び削減目標のバウンダリー設定の見直し、本年度のハード 

事業導入に関する管理及び実施済み事業の排出削減量の測定のための、データ構築に資する事を目的として作 

成した。 

2 本年度事業のバウンダリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低炭素むらづくりの手引書（更新手引書 11）より引用
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3 事業の概要 

3.1 現状把握の見直し 

3.1-1 前提条件 

Ⅰ  [地理的及び活動境界の特定] 

   『低炭素むらづくりの手引書』は地理的境界の特定を、「原則として、協議会組織への参加者の施設、農地等 

が立地する範囲」としている。 

一年目及び二年目はかかる観点よりバウンダリーを作成、これに従い各種データを作成したが、本年度当該 

『手引書』の見直しに際し、その中でのバウンダリーの範疇が大幅に変更されている。 

今回の報告ではこの点に留意し、当該事業に於けるバウンダリーを下記の様に修正した。 

ⅰ「営農」に起因して排出される温室効果ガス排出量の削減効果は対象としない 

ⅱ洲本地域の電力の使用量に起因して排出される温室効果ガス排出量の削減効果は対象としない 

ⅲ当該事業での設備の更新並びに新設に関して排出される温室効果ガス排出量の削減効果を原則として対象 

とするが、従前より継続して実施されている営農及び啓蒙活動等にかんする一連の事業については、当該 

事業の一環とし、「定性的」な報告として随時触れる 

 

Ⅱ  [化石燃料及び電力に関する物性] 

次いで、報告書で使用した化石燃料の、発熱量及び CO2排出量換算係数を下記に示す。 

 

            表 3.1-1 発熱量及び CO2排出量換算係数 

 

 

 

 

 

 

 

電力については、現状排出量の把握の基準年を H21 年度としている。 

排出係数の適用年は、「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」に基づき、H23 年度末に公表された H21 

年度の値 0.265t/MWh とした。但し『手引書』では特段の指示はないので、「調整後排出係数」を援用した。 

下記に関西電力の一連のデータを示す。 

 

表 3.1-2 実排出係数と調整後排出係数 

 

 

 

 

 尚、デフォルト値は、0.555t－CO2/MWh とする。 

 

GJ/(*) tC/GJ tC→tCO2 tCO2/(*)
灯油(kl) 36.7 0.0185 2.489
軽油(kl) 38.2 0.0187 2.619

A重油(kl) 39.1 0.0189 2.710
ガソリン(kl) 34.6 0.0183  [44/12] 2.322

LPG(t) 50.2 0.0163 3.000
0.299電力(千kWh)

3.6667

年度 H17 H18 H19 H20 H21 H22

t-CO2/MWh 0.355t 0.338t 0.366t 0.355t 0.294t 0.311t

関西電力 0.299t 0.265t 0.281t↑実排出係数/調整後排出係数→
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Ⅰ エネルギー消費に伴う CO2直接排出量推定算出データ 

 当該排出量(原単位換算ではない)の主たる対象は化石燃料である。 

 

  加工工程に起因する排出 

a) 乾燥用燃料 

  ライスセンターで使用している乾燥用灯油を対象とする。  

  年間実績は 3kl である([kl]に関しては誤解を避けるため、併せて KL を使用することもある)。 

 

b) 横持搬送用燃料 

  物部の冷凍庫に保管されている冷凍玉葱を、池田の撰果場に搬送後出荷しているが、今回の事業で 

冷凍庫及び撰果場が統合される。現行の横持搬送用軽油を対象とする。 

    ディーゼル 2ｔ車で年間推定走行距離 7,400km、リッター当たり走行距離 8km として年間の軽油 

使用量を 925 リッターとする。 

 

Ⅱ エネルギー消費に伴う CO2間接排出量推定算出データ 

 当該排出量の主たる対象は購入電力である。 

 ①営農関連施設 

次頁に対象となる施設等の H23 及び H22 年度の購入電力量を示す。 

 但し、中川原、新村、安乎、由良は事業のバウンダリー外であり、ここでは対象項目より除く。 

H23 年度データの入手時点では、一部データが欠落しているが、両年度の全体の使用量の大枠に、大 

きな相違は認められない。データの欠落による今回の報告に特段の影響はない。 

データより、昨年度設備更新を実施した「ライスセンター」の電力使用量の低減が確認できる。 

②洲本市内を対象とした CO2排出量削減量に関しては、本年度より対象外としているが、他方でサンプ 

リング数 50 戸数で実施している、省エネナビによるデータの取得と内エコ診断等の削減啓蒙活動及び 

再生エネルギー導入推進事業については別項で後述する。 
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4. 化石燃料由来の CO2削減目標と削減対策の検討資料 

 4.1 削減量総括表 

  最初に以降の各項目出で試算した、化石燃料使用量の削減推定量を示す。 

 

表4.1 推定削減量総括表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      [注]後出パンフレットの値との違算は、推定時期の相違による 

         

前掲の表 3.1-1「発熱量及び CO2排出量換算係数表」及び 3.1-2「実排出係数と調整後排出係数」より、 

上記データに乗算した化石燃料由来のCO2削減推定量は53.9tとなる。 

 

  追記 

茲では、当該事業に起因する温室効果ガス削減量に関し、前掲表4.1「推定削減量総括表」を使用しているが、 

本年度の「低炭素むらづくりの手引書」(改定案)の見直しに際し、受領している説明資料「農業農村地域の 

活性化に資する『低炭素むらづくりの手引書』の改定について(資料2)では、斯かる表記フォーマットについ 

て、「活動・施設別・エネルギー種類別の排出削減量把握フレームを作成し、『農業活動との関連で整理し 

た事業総括表』に自動転記する事を求めているが、現時点での推定可能な削減量は「農業活動全体(A)/代表 

的な農業活動(a)」に属するもののみであるので、来年度の検討とする。 

その時点で、昨年度検討した「太陽光発電装置」関係も併せて追記する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

kWh t/CO2

玉ねぎ乾燥工程の見直し 41,000 10.9
 (内廃熱回収分4,000kWh) [4,000]

2 玉ねぎ冷凍工程の見直し 80,000 21.3
3 中央受電設備の見直し 4,000 1.1

ライスセンター更新　　電力 71,700 19
　　　同　　　上　        灯油(kl) [-1.5] -3.7

5 太陽光発電装置 19,400 5.1
6 同上遮熱効果 880 0.2

　　　　　　小　　　　計 216,980 53.9

H23年

H23年

工事
完工期

H22年

1

4

削減量
削 減 項 目
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4.2 玉ねぎ乾燥工程の見直し 
(含廃熱利用の検討) 

 (1) 事業の主旨 

  当該事業の手引書には、「農村地域では、多様な自然エネルギーが豊富に賦存するものの地域 

に広く分散しており、また、農村地域においてエネルギーを利用する者は、エネルギーの利用 

形態が多様で地域に広く分散しているため、これまで農村地域の自然エネルギーは、エネル 

ギーを利用する者に効率的に結びつけられておらず、また有効に利活用されていない現状があ 

る」と指摘されており、併せて「農村地域において、自然エネルギーを効率的に供給すること 

などを通じて、温室効果ガス削減に資する農業農村整備のモデル的な取り組みを推進していく 

事」が期待されている。 

他方、2008年7月には「農商工等連携促進法」が施行されており、ここでは農林水産業者と商工 

業者が、それぞれの有する経営資源を互いに持ち寄り、新商品・新サービスの開発等に取り組 

む、「農商工連携」の推進を促進することが謳われている。このことは、「地域の基幹産業の 

一つである農業(農林水産省所管)と、商工業(経済産業省所管)が、有機的に連携し、新たなビ 

ジネスを生み出すことで、地域の活性化を計ることを示唆している。 

今回の事業では、単に自然エネルギーの有効活用のみならず、工業資本で活用されているセン 

シング技術、センサー情報のフィードバック手法を活用すると共に、現在活用されず廃棄され 

ているエネルギーの回収利用の可否も含めて検討した。 

 

(2) 事業計画 

今回の一連の事業の中では、事業所全体のエネルギー効率及び出荷製品の品質向上を目論み、現 

在分散している関連施設の統合化が企画されている。 

現行の玉ねぎ乾燥工程は、作業者が目視と経験で、仕上がり状況を確認している。普段より、と 

もすれば乾燥が過ぎて所謂「焼け」が生じたり、不十分な乾燥のままの出荷等を回避すべく悦居 

努力しているが、業務が輻輳している場合、少なからずのトラブルを惹起することもあった。 

均一な品質の維持に課題を内包していたが、改善されないまま、従来通りの担当者の経験や勘 

に依存し、運営されているのも現状である。 

今回の事業では、 

①工業資本で一般に使用されている技術を導入し、温度・湿度等の各種センサー並びに簡易計測 

器を、設置コストを斟酌した上で、玉葱の乾燥工程に導入する 

②これらのデータを中央の監視装置で処理することにより、乾燥工程の「一元管理」を図ると共 

に、暫時蓄積されていくデータを解析することで、翌年度の運用改善を図る 

③このようなPDCAサイクルを回すことで、冗長作業の割愛並びに品質の向上を図り、消費エネル 

ギーの削減及び二酸化炭素の排出量を低減し、経営効率を高めると共に、当該製品の競争優位 

性を高めることで、更なる「産地化」を促進、地域の活性化に資する事業とする 

ことを目論んでいる。 

通常、低温の使用済み熱エネルギーは「再生不良エネルギー」とされ、その再利用は進んでい 

ない。 

当初「撰果場」で使用されている、コンプレッサーの廃熱を活用する方案で調査検討をすすめ、 

初年度の「報告書添付資料」で試算した内容に関し、昨年度コンプレッサーの排気温湿度、電 

力使用量並びに玉ねぎ乾燥工程の乾燥温湿度、電力使用量の実態調査を行った。 

しかるに、他の類似施設の現地調査並びにメーカー等関係者のヒャリングを通じたこの3年間 

の調査で、最新式の乾燥用除湿機機の一部は、その機能に除湿時の排熱を庫内に取り込み、昇 

温に活かしていることが判明した。 

この場合、計画していた既設コンプレッサーの「廃熱」利用に比べて、移設改造工事が伴わな 

いため、初期投資が大幅に削減できることも併せて明らかになった。 

かかる諸般の状況を受け、今回の事業では当初の計画を変更し、除湿機の排熱活用の方案を採 

用することとし、 

ⅰ乾燥期間を短縮する 

ⅱ乾燥動力を削減すると共に、二酸化炭素排出量を低減する 

ⅲ乾燥工程における品質を向上させる 

ⅳ従来乾燥工程の対象となっていないタイプの根付き、葉付きの種類をも取り込み、農家の負 

担を軽減すると共に、設備の稼働率を高めることで、経営の活性化を図る 
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ⅴピーク時には、除湿機と冷凍機を並行運転することで、初期投資が冗長になることを避ける 

等を主たる改善項目として定め、改造工事を進めることにした 

 

(3) 更新前の状況(昨年度報告の要旨他) 

①除湿機と加熱用ヒーターを併用、合わせて温室タイプの施設の特徴を活かし、昼間は太陽光の 

 日射エネルギーを利用しているが、普請の不具合から、曇天時並びに夜間は、室内の乾燥エネ 

ルギーを、建屋の隙間から外部に放出している 

②乾燥必要日数は、庫外の気象条件及び入庫重量により異なるが、概ね1週間程度である 

③測定した乾燥条件の平均値を下記に示す 

 

表4.2-1 外気温と各測定箇所の温湿度データテーブル 

 

  

 

 

 

④使用している電力量は、昨年度で50,000kWh程度である(課金月と使用月には1ｶ月のずれがあ

る) 

 

表4.2-2 電力供給事業者の課金データ 

 

 

⑤経営層からは、 

ⅰ乾燥工程の短縮化を計り、迅速な撰果を行うことで、市場の動向に速やかに対応する 

ⅱ高品質の追及と品質の安定化 

ⅲ組合員の手間を省くため、根付き、葉付きの乾燥負荷の大きい種別の取り込みとその対応を 

可能とすることを求められている 

 

(4) 検討内容 

Ⅰ 玉ねぎ倉庫の改造 

①当該施設は、玉ねぎの「冷凍庫」を兼ねている。詳細については「たまねぎ倉庫の見直し」の

項目で触れる 

Ⅱ 玉ねぎ出荷時の乾減率調査 

①前述の様に、昨年度、乾燥条件の実態調査を行ったが、更新の為の設備仕様をまとめるに際し、 

関係者の協議の中から、乾燥後の玉ねぎの状態把握を確実にし、更新設備に反映することで、 

合理的な品質管理が可能との提案が浮上した。 

これに基づき、本年度、「洲本低炭素むらづくり協議会」の中核メンバーである「JA淡路日の 

出農業協同組合」の上谷営農課長はじめ関係者と協議、玉ねぎ乾燥前後の重量測定を中心に、 

各種の調査を依頼した。 

次々ページ以降(pp11～19)に、依頼した調査報告資料を紹介する。 

前者は庫内の乾燥温湿度測定調査、後者は玉ねぎの乾燥後の重量乾減率の調査である。 

   ⅰ最初に調査方案を示す 

   ⅱ次いで、温度測定データを示す 

 ⅲ最後に今回測定した乾減率を示す 

②今回の調査データをもとに、更新システムに「重量乾減率」の目標値を設定、一定の値に達し   

た時に「乾燥完了」と判断、設備の乾燥工程を自動停止し、「送風モード」に自動的に切り替 

えることで、不用な動力の削減を図ることとした。 

初年度の運用目標は、調査結果に基づき、「乾減率4%」で試行する。データの解析の進み具合 

に応じて、最適な条件を暫時設定していく 

③ダブル・セーフティの観点を基に、センサーは三ヵ所に配置しているが、併せて、センサーの 

校正不十分等の不具合を回避する為、庫内の「エンタルピー管理」で、乾燥完了の判断が可能 

との見解も浮上しているので、同時に検証する 

 

支店名 所属 お客様番号 種別契約容量 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月
池田 育苗、玉葱乾燥 0400023001 61 51kw 363 8,141 30,983 10,670 57
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④付帯検討事項 

   通常、青果物を長期間にわたって貯蔵する場合、低温保存が採用されている。 

青果物は肉類や魚介類とは異なり、収穫後も呼吸作用を持続しており、青果物中の貯蔵成分が 

損耗するため、品質が低下する。呼吸作用を抑えるためには低温化が効果的であり、温度を10℃ 

下げると、呼吸量は1/2～1/3になるとされている。 

他方、乾燥工程では、外気より高い温度で処理するので、玉ねぎの呼吸作用は活性化すると想 

定され、品質の劣化を惹起する可能性が残る。幸いなことに、今回の改修工事により、庫内の 

気密は格段に向上するので、高温度下での呼吸作用により庫内の二酸化炭素濃度は、大幅に上 

昇すると想定される。二酸化炭素濃度が高くなれば、同様に玉ねぎの呼吸作用の活性化の抑制 

が期待できる。雰囲気温度の上昇と二酸化炭素の高濃度化は、玉ねぎの呼吸作用に対して、割 

合は不明であるがトレード・オフの関係にあると考えられる。 

従って、昨年までの運用方案に対して、品質に関して従来以上の品質レベルを確保できる可能 

性が浮上している。 

乾燥工程中の実態把握及び別途事業での玉ねぎの冷凍期間中の簡易CA貯蔵(Controlled  

Atmosphere Storage)も視野に入れ、二酸化炭素濃度センサーを、温湿度センサーと同様三ヵ 

所設置し、中央監視装置にデータを取り込み検討する(別途高濃度二酸化炭素の測定可能なセ 

ンサーを1台設置し、簡易CA貯蔵対策とする)。 

従来は、後出の既設乾燥ハウス温湿度データに見られるように、室内の温湿度のばらつきは非 

常に大きく、場所により乾燥レベルが異なっていた。 

今回は、センサーのフィードバック情報での管理が可能となるので、乾燥庫内のばらつきは、 

ほぼ解消すると思われる。品質のばらつき改善に関し、大きな期待が持てる。 

但し、庫内の低湿温風は常に循環しているが、玉ねぎを収容しているコンテナの配置場所によ 

り、気流の流れの相違による条件は変化するので、最適な運用の確認が望まれる。 
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乾燥ハウスにおける玉葱コンテナ内部の 

温度・湿度変化調査 
 
 

調査の目的 
 乾燥ハウスでの玉葱乾燥時、積み重ねられたコンテナ位置により内部に温度と湿度に差が

生じるのかを乾燥室内の調査とともに確認を行う。 
 また、乾燥不足(ほ場での乾燥不足)時の状況においても同時に調査を行う。 

 
調査概要 

 調査期間：平成２３年５月２８日(土) 午前１１時３０分より約１週間(出庫まで) 
 調査場所：洲本市池田 玉葱乾燥ハウス 
 調査方法：ハイグロクロンによる温度・湿度調査（３０分毎に記録） 
 調査内容：下記による 
 

表 4.2-3 センサー配置ｶ所 

調査 № 調査位置(図１・図 2) 調査状況 器具 ID 備考 
① Ａ－２段(1－c－A) ５段積み２段目 22  
② Ａ－２段(3－c－A) ５段積み２段目 19  
③ Ａ－２段(5－c－A) ５段積み２段目 25  
④ Ａ－１段(1－c－A) ４段積み１段目 14  
⑤ Ａ－１段(3－c－A) ４段積み１段目 21  
⑥ Ｂ－１段(1－c－A) ４段積み単独 12 入室時乾燥不良 
⑦ Ｂ－２段(3－c－A) ４段積み単独 23 入室時乾燥不良 
⑧ Ｂ－２段(5－c－A) ４段積み単独 13 入室時乾燥不良 
⑨ Ｃ－上(3m) 室内 (天井付近) 11  
⑩ Ｃ－下(1m) 室内 (地面付近) 18  

 
 
 
 調査器具設置図 
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写真 4.2-1 センサー配置状況 

 

  

 

 
 

 

 
  

 

 
 

 

 

 

 

 



- 13 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-1 場所別測定温湿度グラフ 
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図 4.2-2 当該データ集計グラフⅠ 
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図 4.2-3 当該データ集計グラフⅡ 
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写真 4.2-2 乾燥前後の重量測定状況 
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表 4.2-4 乾減率測定データテーブル 
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図 4.2-4 乾減率測定グラフ 
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Ⅲ 玉ねぎ入出荷状況と除湿量の推定(除湿機の容量決定資料) 

 ①玉ねぎ乾燥期間の除湿量推定の為、最初に入荷量(処理量)及び入荷状況を示す。 

  年によって、気候条件その他の要因もあり入荷量は異なるが、5月をピークに概ね年500t強であ 

る。 

平成23年度の入荷量は574tであり、そのうち5月に約391tの処理をしている。 

ここでは、入荷量から期間中の必要除湿量を推定し、設置すべき除湿機の容量を確定するため、

主としてピーク時の対応を中心に検討する。 

最初に5月の入荷状況を、農協の作業日報より示す。 

 

表 4.2-5 ピーク時の処理状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H23年5月 22 23 23
日 累計 実績 トン換算 累計 選果数

前月繰越 0 0.02 634
1 116 174 3.48 808
2 316 234 4.68 1,042 37

3 539 614 12.28 0.0069 1,656
4 938 565 11.3 0.0076 2,221
5 1,275 1,012 20.24 0.0067 3,233
6 1,414 781 15.62 0.0085 4,014 280
7 1,432 1,060 21.2 0.0097 5,074
8 2,230 1,205 24.1 0.0112 6,279
9 3,865 1,051 21.02 0.0095 7,330 185

10 4,219 317 6.34 0.0142 7,647 376
11 4,219 0 0.0145 7,647 782
12 4,513 0 0.0130 7,647 694
13 5,902 85 1.7 0.0083 7,732 683

14 7,470 1,070 21.4 0.0057 8,802 0
15 9,135 2,038 40.76 0.0063 10,840 0
16 10,142 1,339 26.78 0.0089 12,179 910
17 10,545 687 13.74 0.0086 12,866 1,010
18 10,824 571 11.42 0.0073 13,437 723
19 11,024 902 18.04 0.0102 14,339 947
20 11,389 494 9.88 0.0104 14,833 958
21 11,422 780 15.6 0.0127 15,613 354
22 11,600 245 4.9 0.0113 15,858 0

23 12,033 29 0.58 0.0092 15,887 806
24 12,033 208 4.16 0.0095 16,095 772
25 12,033 1,489 29.78 0.0092 17,584 769
26 12,388 899 17.98 0.0104 18,483 1,124
27 12,904 615 12.3 0.0106 19,098 803

28 13,514 142 2.84 19,240 423
29 14,366 0 0 19,240 0
30 14,736 262 5.24 19,502 838
31 15,300 667 13.34 20,169 875

小計 15,300 19,535 390.72 20,169 14,349
計 15,300 20,169 20,169 14,349

　　　　　　　　洲　　　　　　　　　　　本
23

絶対湿度
kg/kg'
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②次いで、当該地域の処理期間中(4月下旬～6月下旬)の暦日別、併せて入荷量に対して処理が追い

つかず(ピーク時は概ね5月の中旬である)、在荷が堆積している5月20日(推定)の時間毎の気象状

況 (出所: 気象情報統計[気象庁HPより])を、下記に順次示す。 

 

               表4.2-6 気象状況(4月暦日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              表4.2-7 気象状況(5月暦日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4.2-8 気象状況(6月暦日)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25 13.1 56 0.0052 26.36
26 15.7 77 0.0085 37.40

27 16.7 90 0.0107 43.83
28 12.6 78 0.0071 30.50
29 13.3 65 0.0062 28.91
30 17.1 75 0.0091 40.25

日

            （日ごとの値）
洲本　2011年4月　

気温(℃) 湿度(％)
絶対湿度

kg/kg'
ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ

kj/kg

16 19.6 63 0.0089 42.40
17 18.4 65 0.0086 40.20
18 18.0 57 0.0073 36.61
19 20.0 70 0.0102 46.02
20 20.6 69 0.0104 47.24
21 20.7 83 0.0127 53.03
22 19.3 81 0.0113 48.15
23 14.0 92 0.0092 37.21
24 16.0 84 0.0095 40.17
25 17.9 72 0.0092 41.30
26 17.2 85 0.0104 43.65
27 15.8 95 0.0106 42.81

28 17.2 97 0.0119 47.44
29 17.1 97 0.0118 47.14
30 17.2 79 0.0097 41.76
31 17.3 78 0.0096 41.71

1 16.3 82 0.0095 40.35
2 16.5 56 0.0065 33.09

3 14.8 66 0.0069 32.31
4 16.1 67 0.0076 35.46
5 14.9 64 0.0067 31.99
6 16.7 72 0.0085 38.35
7 18.3 74 0.0097 42.99
8 19.9 77 0.0112 48.37
9 19.4 68 0.0095 43.72

10 21.2 90 0.0142 57.44
11 20.8 94 0.0145 57.73
12 18.7 96 0.0130 51.68
13 17.7 66 0.0083 38.86
14 18.6 43 0.0057 33.17
15 19.1 46 0.0063 35.20

洲本　2011年5月　
            （日ごとの値）

日
絶対湿度

kg/kg'
気温(℃) 湿度(％)

ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ
kj/kg

16 18.2 94 0.0123 49.46
17 19.9 91 0.0133 53.64
18 19.7 96 0.0138 54.87
19 20.8 94 0.0145 57.73
20 21.6 95 0.0154 60.88
21 23.5 89 0.0162 64.91
22 24.7 87 0.0171 68.30
23 26.2 82 0.0176 71.22
24 26.4 81 0.0176 71.40
25 27.0 81 0.0182 73.68
26 25.4 91 0.0187 73.08
27 26.1 88 0.0188 74.20

28 27.0 80 0.0180 73.09
29 27.2 78 0.0178 72.66
30 27.0 77 0.0173 71.32

1 17.1 94 0.0115 46.20
2 18.1 91 0.0118 48.15

3 19.8 86 0.0124 51.45
4 21.5 81 0.0130 54.68
5 20.1 80 0.0118 50.08
6 20.8 73 0.0112 49.36
7 20.2 80 0.0118 50.37
8 19.5 86 0.0122 50.55
9 21.9 83 0.0137 56.78

10 21.3 90 0.0143 57.77
11 20.7 94 0.0144 57.40
12 19.4 92 0.0130 52.44
13 20.1 88 0.0130 53.13
14 21.0 78 0.0121 51.94
15 20.5 68 0.0102 46.58

日

洲本　2011年6月　
            （日ごとの値）

絶対湿度
kg/kg'

ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ
kj/kg

湿度(％)気温(℃)



- 22 - 
 

表4.2-9 気象状況(一時間毎のデータ)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③上記①及び②より、除湿機の必要能力を条件別に、メーカーの仕様書で推定し、その妥当性を 

次項の理論蒸発量で検証する。 

最初にメーカーの能力線図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-6 吸込及び吹出温度相関線図 

1 18.90 74 0.0101 44.56
2 18.50 76 0.0101 44.19

3 18.50 74 0.0098 43.51
4 18.30 73 0.0096 42.65
5 17.70 76 0.0096 42.10
6 18.00 72 0.0093 41.55
7 19.00 72 0.0099 44.12
8 20.00 73 0.0107 47.15
9 22.50 59 0.0100 48.12

10 23.20 57 0.0101 49.04
11 23.50 53 0.0096 47.96
12 24.10 52 0.0097 49.00
13 24.80 53 0.0104 51.30
14 23.50 53 0.0096 47.96
15 23.60 55 0.0100 49.15
16 23.10 58 0.0102 49.24
17 21.70 64 0.0104 48.16
18 20.40 73 0.0109 48.25
19 19.60 77 0.0110 47.53
20 19.30 79 0.0110 47.42
21 19.80 78 0.0113 48.47
22 19.10 80 0.0110 47.22
23 18.40 83 0.0110 46.31
24 18.90 84 0.0115 48.07

湿度(％)
絶対湿度

kg/kg'
ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ

kj/kg
気温(℃)

洲本　2011年5月20日　
（時間ごとの値）

時間
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図 4.2-7 除湿運転時加熱能力線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-8 除湿能力線図(L/h) 
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図 4.2-9 運転能力線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-10 消費動力線図 

 

上記の諸表より 

ⅰ除湿時の「廃熱」を活用できるので、従来の加熱ヒーターが不要 

ⅱ庫内の湿度設定に加えて温度調整も可能(但し使用「モード」による) 

ⅲ玉ねぎの乾燥工程では使用しないが、「冷蔵保存」時に、冷凍機との並行調整運転を実施する

ことで、従来不可能であった庫内の湿度調整に援用が可能(品質向上に寄与することが期待で

きる) 

の諸点が確認できた。 

以下に当初計画していたタイプと今回のタイプの仕様を参考のため示す。 

採用したタイプの運転モードを、通常の「自動」から「除湿固定」に変更することで、当初 

計画していたタイプとしての対応も可能になる。 

 

3℃ 
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表 4.2-10 除湿機及び冷凍機の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[注]赤の破線は当初の検討機種。緑の破線が今回採用した機種 

 

 

 

 

 

RFH-P10A 　   LSVLP10BA 　　　

使用温度範囲 室内ユニット ℃[DB] 3～40※5  -5～20

室外ユニット ℃[DB] -5～43 -5～43

除湿能力※1 L/h 23.6

消費電力 kW 12.9

運転電流 Ａ 41.5

力率 ％ 90

冷却能力※2 kW 32 4 17.9

消費電力 kW 12.6 11.1

運転電流 Ａ 39 38.8

力率 ％ 93 91(圧縮機)75(ファン)

Ａ 239

型式 RF-P10A LVLP10B

電動機呼称出力 kW 3.4+3.6

ｸﾗﾝｸｹｰｽﾋｰﾀ Ｗ 7

形式 ブロペラフアンφ400

電動機呼称出力 kW 200×3

機外静圧 Pa

標準風量 ㎥/min 180

L/h 4.0L

封入量 kg R410AX8 R410AX7.9

冷媒制御

法定冷凍トン4.78
高圧圧力開閉器

熱動過電流継電器

INV過負荷保護装置

 ＋温度調節器<内蔵> 容量制御13～100%

リモコン別売

ﾏﾝｾﾙ5Y 7.5/1

m 585×2,430×615

kg 294 88

型式 RV-P10A ブロペラフアン

電動機呼称出力 W 200×2 0.75

m 960×1,375×610 1,680×930×765

kg 120 252

φ 25(PT-1)

KFH-P10A仕　　　　　　　　　　様

除

湿

エアフィルタ

全密閉ｽｸﾛｰﾙ式

7.5

50

冷凍機油

冷媒

電気特性

冷

却

運転調節装置

ｼﾛｯ]ﾌｧﾝ×2個

1.5(2.2)

239

PPハニカム＜水洗浄式＞

熱動過電流継電器（圧縮機、送風機）
熱動温度開閉器（吐出ガス）

室

内

(

外

)

ユ

ニ
ッ

ト

製品質量

室

外

機

湿度調節器＜内蔵＞

リモコン

ﾏﾝｾﾙ5Y 8/1

1,898×1,420×485

283

ブロペラフアンφ490×2

塗装色＜マンセル記号＞

電気特性

始動電流

電源

保護装置

除霜方式

圧縮機

送風機

高圧圧力開閉器，低圧圧力開閉器

三相　200V 60Hz

ﾎｯﾄガｽ式

電子式膨張弁

外形寸法＜高さ×幅×奥行＞

O～350（別売部品使用）

90

DAPHNE　FVC68D　3.0L

R410AX3.7

外形寸法＜高さ×幅×奥行＞

製品質量

付属品

ドレン配管 25(Rc1,VP-25) 

95

3～40※2

26.3

11.8

35.9

送風機
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④以上の諸データに基づき、下記に条件別の除湿量を推定した。 

メーカーの仕様書では、除湿能力(25℃DB/80%[60Hz])23.6 l(L)/h、消費電力11.8kW/hである。 

下記の試算の前提条件は、運転時想定平均除湿能力0.8、倉庫気積(15mW×17mD×7.2mH)1,836㎥、

空気密度1.2 kg/㎥としている。 

 

 

表 4.2-11 期間平均値による必要除湿量と除湿機の能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 期間平均値では、「絶対湿度のピーク時」で試算した場合を含め、当該機器単体での処理は可能

となっているが、「入荷量のピーク時」の場合は、当該機器単独での対応は難しい。下記に試算

データを示す。 

 

 

表 4.2-12 入荷量のピーク時の必要除湿量と除湿機の能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この表の[c]は、ピーク期間を平均値で見た場合、[d-A]は、輻輳した場合に90t弱を処理すると

仮定した場合の必要日数である。 

同じく表[d-B]は、入庫した玉ねぎが庫内の設定されている温度まで上昇、乾燥するのに必要な

熱量が何日で確保できるか示している。 

表[d-C]は、理論発熱量からの試算である。 

a 期間平均絶対湿度 0.0116 kg/kg'
同上室内含有水分 25.6 kg
同上水分密度 1
実測質量乾減率 0.04
除湿稼動推定時間 24 h/日
玉葱乾燥能力 10.7 t
稼動日数 60 日/2ｶ月
処理能力 641 t/2ｶ月
H23年度実績 574 t/2ｶ月

b 絶対湿度のピーク時　 0.0188 kg/kg'
同上室内含有水分 41.5 kg
同上水分密度 1
実測質量乾減率 0.04
除湿稼動推定時間 24 h/日
玉葱乾燥能力 10.3 t
稼動日数 60 日/2ｶ月
処理能力 617 t/2ｶ月
H23年度実績 574 t/2ｶ月

d 受入ピーク対応時 0.0127 kg/kg'
A 同上室内含有水分 28.0 kg(21日)

同上水分密度 1
実測質量乾減率 0.04
除湿稼動推定時間 24 h/日
 運転時仮定平均除湿能力

1
玉葱受入乾燥重量t 88.94 (14～16日)

必要除湿量 3,641 l(L)
必要日数(定格時) 6.1 日
 (35℃66%換算時) 6.6 日(23.6/22L)

B 平均外気温 19.4 ℃
室内循環乾燥温度 35 ℃
室内外温度差(⊿t) 15.6 ℃
玉葱比熱 3.8 kJ/(kg・K)
昇温必要熱量(小計) 1,477 kWh
  庫内空気 9.8 kWh
  玉葱 1,468 kWh
推定加熱量(35℃時) 28 kW/h
必要日数(35℃時) 2.2 日

c 受入ピーク対応時 0.0096 kg/kg'
同上室内含有水分 21.2 kg
同上水分密度 1
実測質量乾減率 0.04
除湿稼動推定時間 24 h/日
 運転時仮定平均除湿能力

1
玉葱乾燥能力 12.6 t
稼動日数 25 日/2ｶ月
処理能力 314 t/25日
H23年度実績 361 同上

d-C 20(90) t処理の場合
除湿機定格処理能力 23.6 l(L)/h
質量乾減4%蒸発量 800 kg
乾燥温度38℃(h') 2570.0 kJ/kg
玉葱温度20℃(h'') 83.9 kJ/kg
蒸発必要熱量 2486.1 kJ/kg
必要動力 552.5 kWh
加熱量38℃(仕様書) 25 kWh(KFH援用)

20tの場合 22.1 時間
90tの場合 99.4 時間

必要日数 90tの場合 4.1 日

必要時間
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ピーク時以外の乾燥工程は1～3日と大幅に改善されるが、ピーク時の処理日数は、従来とそれほ

ど変わらない日数になっている。速やかな乾燥を期待する場合、当該機器の他の補助動力が求め

られている。 

 しかるに、当該施設の稼働期間は、年間僅か2ｶ月程度であり、国の補助事業及びモデル事業であ

ることを勘案した場合、ピーク時対応の過剰な投資は、回収効率並びに対コスト・パーフォーマ

ンスから斟酌しても、望まれるところではない。 

それ故、かかる課題を解決するため、併設して設置されている玉ねぎ「冷蔵保存」用の冷凍機(顕

熱型専用冷凍機ではない)を稼働させることで、ピーク時の対策が可能か否か検討、試算をおこ

なった。  

  

表 4.2-13 冷凍機の推定除湿能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    冷凍機の除湿能力線図を選定対象メーカーに要求したが、入手できなかったので、上記の条件 

で試算した。 

上記の条件であれば、能力的には問題ない。 

しかるに、乾燥工程時の庫内の雰囲気は、除湿機が稼働しているので、相対的に低湿状況と推 

定される。 

当面の問題は時間当たりの除湿力が、除湿機1台設置の場合、ピーク時対応で不足する可能性 

が考えられることである。 

前述の冷凍機を稼働した場合、雰囲気湿度が低いと想定されるので、顕熱冷却が主体となり、 

除湿力への期待は難しい可能性が残る。 

今後の課題として、運転方案の検討で対応できるか検討を進める。 

 

Ⅳ 仕様の確定 

①以上の検討を通じ、システム案を取りまとめ、乾燥システムのブロック図を作成し、発注仕様書

の一助とした。 

 上述の様にその主旨は、乾燥工程の一元化を計り、管理運用面を自動化、作業を簡易にすること

と、品質の安定を通じた競争優位性を確保し、「産地化」を強調することで、地域の活性化に資

することにある。 

 当初のドラフトを次葉に示す。 

 

 

必要熱量 20/15[*2] 必要時間
35/60[*1] 173 kWh 34.4 5.0
35/50[*2] 139 データより 4.1
[注]*1 庫内温度35℃、湿度60%及び50%で試算
[注]*2 外気温20℃、庫内設定温度15℃で試算

上記より 必要除湿量 3,641 l(L)
 除湿能力(25℃DB/80%[60Hz]) 23.6 l(L)/h
 加熱能力(35℃DB/60%[60Hz]) 30 kW
室内温度が35℃を下回るときは冷凍機停止制御要
この時間で除湿量kg ←@/h量

140 28
92 23
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②概要は以下のとおりである。 

ⅰ中央監視装置を設け、凡ての管理運用を監視装置で行う(冷蔵兼用) 

ⅱ倉庫内外の凡ての情報は、PLCに集約し、監視装置のPCとリンクする(冷蔵兼用) 

ⅲ監視装置は、過去の調査実績に基づくデータで運用し、暫時取得したデータに基づき、運用 

方案を改善していく 

ⅳ乾燥完了は、上記データに基づき、玉ねぎ重量の乾減率で判断する。乾減率は計測秤の信号 

を基本とする。 

但し費用の関係で秤は一か所設置とするので、乾燥中の玉ねぎとの相関関係のデータから判 

断して運用する 

ⅴ乾燥信号受信後は、動力削減の為、除湿モードから送風モードに自動的に切り替わるものと 

する 

ⅵ乾燥に大きく影響するのは、温度・風速・湿度である。静圧計算に基づき、除湿機内送風機 

の送風機容量を、標準タイプの1.5kWからオプションの2.2kWに変更する 

ⅶ庫内の形状と除湿機設備容量から判断して、均一な風量と風速の確保が難しいので、別途補 

助攪拌機を追置する(冷蔵兼用) 

ⅷ自動運転機能にトラブルが生じた場合は、手動モードとし、機側の操作スイッチで運転を継 

続できるものとする(冷蔵兼用) 

ⅸ使用電力を専用センサーで計測、見える化を計ると共に、削減量の試算に援用する(冷蔵兼 

用) 

ⅹセンサーのトラブル対策のバックアップとして、庫内の「エンタルピー(空気の内包するエネ 

 ルギー)」で管理できるかという、仮説の検証を行う 

ⅹⅰ品質確保は、一重に庫内のセンサー信号によるので、安全対策として、庫内の「高・中・ 

低」三ヵ所設置とし(冷蔵兼用)、併せて冷凍機及び除湿機のセンサーを併用して運用する 

ⅹⅱ品質確保の一助として、CO2センサーを設ける(冷蔵兼用) 

ⅹⅲ庫外より庫内にCO2ガスを充填できるよう、予備配管を準備しておく(冷蔵兼用) 

ⅹⅳ「庫内閉じ込め」等の安全対策を講じる 

ⅹⅴ将来の追加・改造工事用に、予備線を入線しておく(冷蔵兼用) 

 

(5) 更新後の状況 

Ⅰ詳細 

メーカーの力量もあり、弊方の仕様を必ずしも満足しているとは言えず、「一元管理」に少な 

からずの課題が残されている。 

 詳細は以下のとおりである。 

①個々のメーカーのシステム製品を組み合わせているので、それぞれ別々のPCから構成されており、

費用的にも冗長となっている。 

双方のPCは設計思想が異なるので、有機的な一体化が図れていない。互いの構成機器にたいして

アクセスできない部分が生じている。このことは完全自動化の妨げになっている 

②制御盤は仕様に反して、旧態のリレー・シーケンスで構築されており、PLCが設けられていない。 

このことは「一元管理」を難しくしている 

③今後期待される追加・改善作業に問題が認められる 

④除湿機は前述の様に、最適の使用方案を期して、処理方法に対応した複数のモードを有しており、

選択の如何により、乾燥能力に大きな差異が生じる。完全自動化が望めないので、H24年度の運

用実績に基づき、「管理標準」で対応する必要がある 

 

次葉以降に、上の内容に従って、今回設置されたシステム及び機器を順次示す。
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Ⅲ 2台ある中央監視装置の画面を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.2-3 玉ねぎ除湿乾燥・冷凍機操作画面(右半部) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.2-4 玉ねぎ除湿乾燥・冷凍保存データ収集及び運転画面 
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Ⅳ 次いで動力制御盤(玉ねぎ乾燥・冷凍、米低温保存・扉関係及び一般動力兼用)を示す。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.2-5 動力制御盤の外観及び内部 

 

 

PLCが使用されず、旧態のリレー・シーケンスで構成されている部分を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.2-6 説明部分(扉開閉関係の制御部分も別設置になっている)  

 

 

次ページに、その他の主要な部分を示す。 
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当該制御盤には、事務所に職員が不在の場合を斟酌し、「庫内閉じ込め警報」及び「火災感知」に関する

異常表示灯、赤色パトライト・ランプ及びブザーを、別途設置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.2-7 高温・監禁警報表示灯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.2-8 積算専用電力計と乾減率用秤 
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写真 4.2-9 除湿機中央・現場切替スイッチとマニュアル運転時用機側設定器 

 

Ⅳ 具体的な運用方案 

ⅰ運転操作は、撰果場事務所に設置されている、前出、写真 4.2-3/4 「玉ねぎ除湿乾燥・冷凍機操作画 

面」及び「玉ねぎ除湿乾燥・冷凍保存データ収集及び運転画面」で行う 

ⅱ最初に、現場に設置されている「計量器」に玉ねぎを乗せると、自動計測で重量を測定、中 

央のPC画面に表示される 

ⅲ今回の事業で測定している乾減率と、入庫時の玉ねぎの状態から判断、所与の乾減率をPCに 

入力する(その値に達した時点で完了信号が出力され、除湿運転から送風運転に変わる) 

ⅳ「乾燥工程」を選択後、「除湿機自動」モードで「乾減率」若しくは「エンタルピー」制御 

を選び、「制御開始」スイッチを画面からクリックすることで運転が可能になる(トラブル 

対応として「手動」モードでの運転も可能である) 

ⅴ除湿機の運転モードは4種類である(「産業用除湿機技術マニュアル[2006年MEE05W443]」)。 

次葉に、当該「除湿機」のそれぞれの「運転モード」による、特性の違いを示す。 

「乾燥工程」での転モードは、原則として省エネ運転が可能な「除湿」(廃熱加熱援用)を 

使用する。この場合、設定温度如何に係わりなく、常に除湿運転であり、「除湿」設定値に 

達すると、「送風モード」に自動的に切り替わるが、廃熱を全面的に活用しているので、通 

常は庫内の温度が上昇すると考えられる。乾燥温度は、過去の調査では概ね32～38℃の間で 

あるので、諸般の事情を加味、この間の適当な値になるように「湿度」側の設定値を変更す 

ることで、除湿機は「除湿」と「送風」を繰り返し、省エネモードで乾燥が可能となる。 

一時的に大量に処理しなければならない場合は、「冷凍工程」用に設置されている「冷凍 

機」の除湿機能を併用することになる。 

その場合は、先ず除湿機を「除湿」モードで稼働させると共に、併せて設定除湿値を30%に 

設定すると、庫内温度は廃熱加熱で上昇する。この場合冷凍機の設定温度を所与の乾燥温度 

に設定すると、双方のシナジー効果が期待でき、除湿機単体よりも大幅に処理量が増えるこ 
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とが期待できる。但し室内の湿度が相対的に低い時は、その能力を十分に享受できない可能 

性も考えられるが、梅雨時期の非常に条件の厳しい時期での並行運転には、期待が持てると想 

定される。 

今後の運用での確認が待たれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-15 除湿機の各種運転モード詳細 

 

(6) 期待できる成果 

①推定削減電力量と排出二酸化炭素量  

 従来の電力量は、本稿前述(3)-④より年間50,000kWhと推定している。 

 当該システムには上記の様に、専用電力計を設置しており、H24年度には実績値が確認できるが、ここでは

設備能力から演繹して推定試算する。 

 前掲カタログ値より、定格時12.9kW、「除湿モード」時の機器の平均負荷率を50%と仮定し[注]、運転期間

は60日とする。 
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  本年度基準の関西電力の調整後CO2排出係数は、0.265t/千kWhである。 

  削減推定年間電力量: (50,000kWh－12.9kW×60日×24時間×0.5)≒41,000kWh 

    同上CO2推定削減量 :  41,000kWh×0.265t/千kWh≒10.9t/年  

   [注]別途外部からの乾燥委託品は、低温低湿度乾燥処理を求められることが多いが、この場合は前 

述の「廃熱活用」モードが使用できず、エネルギー多消費乾燥工程となる。この時、上記の削減 

量は期待できない。農協独自の「乾燥方案」で対処することが好ましい。 

②出荷日数 

 少なからずの短縮が期待できる。従来の1/2程度以下に短縮できる 

 H24年度の実績確認が待たれる 

③品質の向上 

 既に触れたように、気密が保たれているので、庫内全体の温湿度は安定しており、外気の影響を受けにく

い。庫内の気流の相違による影響は考えられるものの、場所による温湿度の大きな変化は殆ど考えられな

い。庫内の二酸化炭素濃度も、高濃度が望める。 

 併せて、仕上がりの状況確認を乾減率でみており、完了後は送風モードに自動的に切り替わるので、過剰

乾燥を回避できる可能性も浮上している。 

 これらのことは、品質の安定に大きく寄与すると期待される 

④一部手動作業が発生するが、作業量の削減が望める 

⑤取得データを活用することで、次年度より合理的な運転が可能になる。管理標準を作成することで、多く

の関係者の操作が可能となる 

 

(7) 終わりにあたって 

当該事業が、上記「(1)事業の主旨」で触れたように、「農商工等連携促進法」に基づき、農林水産業者と

商工業者が、それぞれの有する知見を活用し、「低炭素むらづくりモデル事業」を通じて、地域の活性化

を計ることを求めているとの想定は、あながちピントを外しているとは思えない。 

当該モデル事業の場合、「ハード事業」では、その主旨の一つである、「自然エネルギー」の活用に「太 

陽光発電装置」の設置を充当しているが、他はすべて経年化した既存設備の、現状に合わせた容量の見直 

し(ダウン・サイジング)と高効率化による設備更新事業が主体となっている。 

この場合、前述の趣旨から勘案して、工業資本で一般に使用されているセンシング等の各種技術を導入し、 

ⅰPC(パソコン)やPLC(工業用演算システム/プログラマブルコントローラ)を活用し、作業工程の「一元管

理」を図ることで、高効率の設備運営を展開する 

ⅱPCに順次蓄積されていくデータを解析することで、フィード・バックを掛け、暫時若しくは翌年度の運 

用改善を図る 

ⅲこのようなPDCAサイクルを回すことで、冗長作業の割愛並びに更なる品質の向上を図り、経営効率を高 

めると共に、当該商品の競争優位性を高めることで、「産地化」を促進し、地域の活性化に資する 

    ことが期待されている 

然るに、今回の事業の、従来の枠組みで実施されている公募による見積もりでは、「洲本低炭素むらづく 

り協議会」より仕様書を手交しているにも関わらず、見積もり金額優先の為、十分に技術的なフィルター 

が機能せず、稼働時に少なからずの弊害を齎している。 

このことは、「農商工等連携」の当初の主旨を、必ずしも満足していないことを暗示している。 

今後の解決すべき課題として、以下列記する。 

ⅰ設置者は農業が専門であり、機械設備には馴染みが薄いことが予想される。設置者からのニーズが十
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分伝わりにくい場合、メーカー間の競争には、最新の工業資本の技術力の導入に関して、期待しにく

いことも予想される。 

従来の農業関係者による、ともすればクローズな枠組みになりがちな場合、導入設備金額が高額にな

る若しくは運用次第で高効率が期待できる複雑な生産設備の更新に関しては、工業資本で活用されて

いる、最新技術に関する知見の豊かな専門家を、全農に委託するなどを通じ随時配置することにも、

一考の余地が残されている  

ⅱシステムの「一元管理」は、高効率を保証するのみならず、高品質にも多大な寄与が認められる。 

見積もり落札業者には、所謂専業メーカーと、システムの構成機器を外部から購入、各種機器をアセ

ンブリして納入する業者が混在するが、後者の場合、各メーカーの機器を組み合わせての納入になる

ので、取り纏め業者に「一元管理」の能力が十分でない場合、設置後に運用者がその効果を十全に享

受できないばかりか、今回の様にシステムが冗長化し、余分な費用が発生するのみならず、将来の運

用後のシステムの部分改良にも苦慮することになる。 

 又、前者の場合でも更新工事の場合は、ともすれば従前に設置したメーカーが、その機能を把握して

いるため有利になりがちであるが、今後も流用される一部既設と更新機器の間の一元化については、

昨年度実施した事業の場合、当初の段階では、別途専用インターフェイスの追加費用を要求していた。

商工業の業界に於いては、同じメーカーによる更新の場合、考えられないことである 

ⅲ地域の活性化のためにも、コスト面で遜色のない場合は、できるだけ地元の業者を選定することが待 

たれる。又技術的に難しい場合は、大手業者とのJVとし、将来のメインテナンス等は、地元業者が担 

当するように配慮し、一定の技術移転を促進することが望ましい 
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4.3 玉ねぎ冷凍工程の見直し 
(含簡易 CA の検討) 

 (1) 事業の主旨 

  当該事業は、前項で検討している「玉ねぎ乾燥工程の改善事業」と一連の事業である。 

事業の主旨は、概ね同じであるので、ここでは割愛する。 

 

(2) 事業計画 

当該事業は、前述の「玉ねぎ乾燥工程」で使用する倉庫と同じ倉庫に、別途冷凍設備を新たに 

設置し、通年を通じて高機能化した施設の回転率をあげ、高効率に利活用するものである。 

今回の一連の計画では、別の施設(物部地区)に保有している、経年劣化の進んだ現行設備の使 

用率を出来るだけ抑制すると共に、現在分散している関連施設の統合化を計ることで業務効率 

をあげ、化石燃料起源の二酸化炭素の排出量を低減、併せて冷蔵保管玉ねぎの品質向上を目論 

んでいる。 

既設の冷凍倉庫での冷凍保管工程では、庫外よりの温度設定機能及び庫内の温度センサーは設置 

されているものの、経年劣化及び先の洲本地区の水害の影響で、冷凍機がダメージを受けている。 

4か所に区分けされている倉庫内の冷凍性能のばらつきは大きい。本年度も冷蔵保管業務に関し 

て、1つの倉庫でトラブルを惹起しており、喫緊の対策課題として俎上にあげられている。 

今回の事業では、対費用効果上の効率を斟酌した上で、商工業界で一般に使用されている温 

度・湿度、CO2等の各種センサー並びに計測機器及びソフトを導入し、「玉葱の乾燥工程」も含 

め、一元化したシステムとして構築、後述の課題を解決する。 

更に今回の事業では、従来管理が難しいとされていた冷蔵期間中の湿度管理を、「玉葱の乾燥 

工程」で使用されている除湿機を流用することで可能な限り目標値に収斂させ、併せて庫内の 

CO2濃度管理対策を実施することで、「玉葱の乾燥工程」の項で触れた簡易CA貯蔵(Controlled  

Atmosphere Storage)も視野に入れた方案を採用することとし、 

ⅰ効率の良い冷凍機の採用・断熱対策の施工を実施、使用電力量を削減する 

ⅱ使用電力量の削減を通じて、化石燃料起源の二酸化炭素排出量を低減する 

ⅲ乾燥工程で使用する除湿機の流用を計り、各種資料で推奨されている、適切な玉ねぎ保管庫内 

温湿度の維持を通じて、保管中の品質を向上させる 

   ⅳCO2濃度データ管理に基づく、簡易CA貯蔵の可否について検討する 

等を主たる改善及び挑戦項目として定め、改造工事を進めることとした 

 

(3) 更新前の状況 

(昨年度の報告書「平成22年度 低炭素むらづくりモデル推進事業『事業実施結果報告書添付資

料』」の要旨他) 

昨年度に続き本年度も、物部地区に設置されている、冷凍機の運転データ及び庫内の温湿度等 

の実態調査を行った。 

①昨年度、測定ができなかった冬季の冷凍機の能力データを取得し、冷凍機の冬季の能力を推定 

する。 

最初に昨年度(ピーク時)と今回の電力量測定開始時期(中間期)の、冷凍機制御パネルの電流計の 

写真及び冷凍機の高圧並びに低圧の圧力ゲージの写真を、参考迄次ページに示す。 

冷凍機単体の電流値は、45A程度から35A程度まで低下、低圧側の圧力変化もさることながら、高 

圧側はゲージ圧力で16kgf/cm2から13kgf/cm2に低下しており、このことは外気温の低下につれて、 

凝縮温度が43℃程度から35℃程度に下がっていることと整合している。 

ここから、中間期は外気温が低下する事、既に庫内は設定温度に達しており、内部負荷も小さ 

いため、追随して冷凍機の負荷が低減していることが分かる。 

昨年度の報告書で、冷凍機の理論成績係数を、過冷却及び加熱度を一般的な値5℃とした場合、 

理論成績係数＝((400-245)÷(455－400))kJ/kg＝2.8 

としている(前掲報告書p42)。同様の条件で冬季の理論成績係数を推定した場合 

理論成績係数＝((400-236)÷(450－400))kJ/kg＝3.3となり18%程度の能力向上が考えられる。 

次いで今回の電力量の測定データの一部を示す。 

測定器具の仕様等は、昨年度の報告書に記載した内容と同一であり、測定期間は、2011/11/14 

日から2011/12/12日である。
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写真4.3-1 冷凍機の電流値比較(上/昨年度ピーク時、下本年度中間期) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真4.3-2 冷凍機の圧力比較(上/昨年度ピーク時、下本年度中間期) 
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表4.3-1 冷凍機の電力測定データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ファイル名="20111114-玉葱冷蔵庫-電力測定.csv"
測定条件　結線＝三相３線式

0 2011/11/14 12:30 173.6 172.4 36.78 36.8 8,926 6,475 11,030 69.85 59.97 8.926 1
1 2011/11/14 13:30 192.3 191 39.54 38.81 9,464 8,918 13,000 69.35 59.97 18.39 2
2 2011/11/14 14:30 140.3 139.4 33.39 37.46 8,658 1,153 8,581 75.39 59.97 27.05 3
3 2011/11/14 15:30 179.1 177.8 39.64 38.14 9,851 6,884 12,020 72.29 59.97 36.9 4
4 2011/11/14 16:30 166.9 165.3 35.91 34.01 8,546 5,306 10,060 70.02 59.97 45.44 5
5 2011/11/14 17:30 172.2 170.2 38.61 35.79 9,164 6,142 11,030 71.03 59.97 54.61 6
6 2011/11/14 18:30 164.3 162.5 36.16 33.79 8,527 5,033 9,901 70.25 59.97 63.13 7
7 2011/11/14 19:30 170.1 168.6 36.71 35.11 8,729 5,898 10,530 69.51 59.97 71.86 8
8 2011/11/14 20:30 145.1 144.1 35.43 38.92 9,162 1,647 9,309 75.93 59.97 81.03 9
9 2011/11/14 21:30 180.8 179.7 38.84 38.01 9,555 7,253 12,000 71.3 59.97 90.58 10

10 2011/11/14 22:30 150.2 149.4 31.75 31.58 7,964 2,015 8,215 71.78 59.97 98.54 11
11 2011/11/14 23:30 164.1 163.3 33.25 33.42 8,171 4,747 9,450 69.58 59.97 106.7 12
12 2011/11/15 0:30 187.3 186.5 37.22 37.82 9,156 7,978 12,140 69.19 59.97 115.9 13
13 2011/11/15 1:30 165.5 164.9 32.27 32.69 7,746 5,136 9,294 67.61 59.97 123.6 14
14 2011/11/15 2:30 144.8 144 34.23 38.57 8,930 1,759 9,101 75.23 59.97 132.5 15
15 2011/11/15 3:30 162.1 161 35.09 34.2 8,648 4,384 9,696 71.04 59.97 141.2 16
16 2011/11/15 4:30 172.1 171.1 33.91 33.78 8,045 6,040 10,060 67.23 59.97 149.2 17
17 2011/11/15 5:30 145.2 144.4 28.53 28.81 6,896 2,044 7,192 68.27 59.97 156.1 18
18 2011/11/15 6:30 193.3 192.3 39.5 39.41 9,756 8,859 13,180 69.39 59.97 165.9 19
19 2011/11/15 7:30 138.5 137.9 32 36.9 8,451 1,851 8,246 75.19 59.97 174.3 20
20 2011/11/15 8:30 173.5 172.6 39.49 38.45 10,140 5,804 11,680 74.33 59.97 184.5 21
21 2011/11/15 9:30 150.6 149.8 30.99 30.67 7,537 2,740 8,020 69.88 59.97 192 22
22 2011/11/15 10:30 126 125.3 24.66 24.52 5,763 2,139 5,351 67.02 59.97 197.8 23
23 2011/11/15 11:30 124.5 123.8 24.39 24.18 5,676 2,223 5,222 66.89 59.97 203.5 24
24 2011/11/15 12:30 130.4 129.6 26.46 26.01 6,295 2,179 5,905 68.88 59.97 209.7 25

番号
皮相電
力(VA)

力率
(%)

周波数
(Hz)

積算電力
(kWh)

積算
時間

時刻
電圧Ｒ

(V)
電圧Ｔ

(V)
電流Ｒ

(A)
電流Ｔ

(A)
有効電
力(W)

無効電
力(Var)

636 2011/12/11 0:30 1.437 149.5 31.41 32.39 -239 4,227 4,234 -4.9 59.97 2098 637
637 2011/12/11 1:30 1.447 153.7 38.26 37.02 149 4,974 4,976 2.571 59.97 2098 638
638 2011/12/11 2:30 1.377 191.5 42.17 37.66 -76 6,295 6,296 -1.17 59.97 2098 639
639 2011/12/11 3:30 1.433 176.6 37.61 35.34 -153 5,448 5,450 -2.59 59.97 2098 640
640 2011/12/11 4:30 1.468 153.9 33.54 33.84 -19 4,553 4,553 -0.36 59.97 2098 641
641 2011/12/11 5:30 1.469 147.9 30.7 32 -161 4,134 4,137 -3.31 59.97 2098 642
642 2011/12/11 6:30 1.461 130.9 31.82 33.73 60 3,864 3,865 1.246 59.97 2098 643
643 2011/12/11 7:30 1.465 142.5 29.21 31.62 -204 3,935 3,940 -4.41 59.97 2098 644
644 2011/12/11 8:30 1.439 142.8 28.93 31.16 -319 3,878 3,891 -7 59.97 2098 645
645 2011/12/11 9:30 1.427 157.3 33.44 33.35 -219 4,581 4,586 -4.2 59.97 2097 646
646 2011/12/11 10:30 1.429 155.2 33.42 33.48 -199 4,536 4,540 -3.84 59.97 2097 647
647 2011/12/11 11:30 1.399 174.5 36.61 34.83 -286 5,299 5,307 -4.98 59.97 2097 648
648 2011/12/11 12:30 1.452 145.8 30.54 32.35 -135 4,121 4,123 -2.8 59.97 2097 649
649 2011/12/11 13:30 1.412 168.6 40.3 37.57 88 5,534 5,535 1.432 59.97 2097 650
650 2011/12/11 14:30 1.437 149.9 32.48 33.15 -188 4,340 4,344 -3.73 59.97 2097 651
651 2011/12/11 15:30 1.411 161.5 35.2 33.72 -372 4,746 4,760 -7.01 59.97 2096 652
652 2011/12/11 16:30 1.444 152.8 34.23 33.62 -254 4,484 4,491 -4.92 59.97 2096 653
653 2011/12/11 17:30 1.431 166.2 37.13 34.6 -320 5,015 5,025 -5.73 59.97 2096 654
654 2011/12/11 18:30 1.472 136 29.14 31.36 -315 3,717 3,730 -7.02 59.97 2095 655
655 2011/12/11 19:30 1.408 158.9 39.74 36.57 7 5,080 5,080 0.125 59.97 2095 656
656 2011/12/11 20:30 1.472 149.4 31.05 32 -338 4,165 4,179 -6.95 59.97 2095 657
657 2011/12/11 21:30 1.485 141.2 30.56 32 -234 3,946 3,953 -4.93 59.97 2095 658
658 2011/12/11 22:30 1.476 159.4 33.4 33.3 -262 4,633 4,641 -4.96 59.97 2095 659
659 2011/12/11 23:30 1.448 174.1 36.31 34.75 -280 5,279 5,286 -4.83 59.97 2094 660

34.05 33.81
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前頁のデータより、冷凍機単体の1台当たりの電流値は、冬季では概ね34A程度と推定できる。 

[注]ⅰ下表の電圧Rの表示で小数点の値が2桁繰り下がっているのは、測定用電圧センサーのク 

リップが、盤内のコンタクターの入り切りの振動で外れ、測定ができていない為である 

   ⅱ上表の電圧の値が正常値200Vから大きく逸脱している。速やかな確認が望ましい 

冬季の電力使用量を昨年度の報告書では、30A程度と想定していたが(前掲報告書p41)、12月中 

旬の電流値の値は概ね平均34A程度である。 

昨年度の8月25日の平均値は、43.9Aであるので、「冷凍機単体」では29%程度の改善が期待でき 

る可能性がある。 

測定データの圧力と電力量からでは、冷凍機単体の改善率は少なからず異なっている。 

今回、冷凍機機側の圧力ゲージによる、昨年度と本年度の夏季ピーク時と負荷の少ない冬季の蒸 

発温度及び凝縮温度の温度データが入手できているので比較検討した。 

 

表4.3-2 圧力ゲージの温度データに基づく推定成績係数(COP)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測定対象により、削減推定率は異なっている。 

昨年度検討したメーカーのデータを合わせ、下記にまとめて一覧表にして示す。 

 

表4.3-3 推定削減率試算一覧表 

 

 

 

 

 

 

昨年度の時点で、夏季の冷凍機単体COPから冬季のCOPを推定、システム全体の夏季のCOPを1.4、

冬季のCOPを1.7と推定した(前掲報告書p41)。この時の推定改善率は18%である。前掲表の備考欄

も加味し、全体像を勘案した場合、不自然な値とは思えないので、測定電力量を参考に当該報告

書でもこの値で試算する。但し通年のCOPは、冷凍期間の外気温を斟酌して1.6とする。 

  ②昨年度に続き、使用した冷凍庫の温度、湿度測定を行った。 

測定機器の仕様は、昨年度と同様である。 

2012/11/02日～2012/12/14日の間測定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真4.3-3 温湿度測定センサーの設置状況 

推定COP/測定電力量 夏季 冬季 推定改善率
冷媒ガスモリエル線図 2.8 3.3 0.15
ゲージ凝縮・蒸発温度 3.58 3.74 0.04

メーカーデータ 1.9 3.3 0.44 　-20℃以下での運用は期待されていない
測定電力量(A) 43.9 33.9 0.23

備　　　　　　　　　　　　考

測定ゲージはメインテナンスされていない

測定電圧に不自然な値が散見される

COP=T1/(T2-T1) 絶対温度k= 273
℃ K

T1(K) 蒸発温度 -26 247
T2(K) 凝縮温度 43 316

3.58

T1(K) 蒸発温度 -30 243
T2(K) 凝縮温度 35 308

3.74
削減率 0.04

夏季理論COP(成績係数)

冬季理論COP(成績係数)
1-3.58÷3.74＝
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図4.3-1 庫内の測定センサーの配置図 

 

 

下記に昨年度の総括表を比較参照の為に示し、次ページに今回の測定データのとりまとめ表及 

び冷凍機の制御設定値及び瞬時値の写真を示す。但し後者にあっては、一例であり担当者は状 

況に応じて日々微調整を重ねているが、初期の始動時を除き、保管期間中の大勢は大きく変化 

していない。 

 

表4.3-4 H22年度の玉ねぎ冷凍保管期間の温湿度データテーブル 

 

 

 

 

 

 

当該表と次表を比較する限り、湿度の違い及びドックヤード(前室)の状況以外に、大幅な相違は 

認め難い。むしろ本年度の方が平均値では収斂している。 

但し、次表の3号倉庫の値は、平均値で目標の0～0.5℃を下回っており、且つ平均で0℃を下 

回っている。測定センサーの誤差を無視した場合、この数値は玉ねぎが凍結していることを示 

唆している(参考資料「タマネギ貯蔵に関する基礎研究」伊藤和彦、『北海道大学農学部邦文紀 

要14(3):pp258-263』1985年。茲では、試用した北海道産タマネギの場合－0.4℃で凍結を始め 

るとしている)。 

3号倉庫の詳細データ及び倉庫全体の平均値に相対的に近似している4号倉庫(測定センサー 

No.14)のデータをグラフで比較して次々ページに示す。 

2番倉庫 4番倉庫
入口 №20入って左180cm

№18入って右180cm
№29入って左550cm

№12入口下100cm №22入って左50cm

№14入って左350cm
№11入って左350cm

水もれ
№21入って右50cm

№19入って左100cm

水もれ

№13通路奥50cm
№27入って右100cm

1番倉庫 3番倉庫

平均温度(℃): 0.7 平均湿度(%RH): 85.6
最高温度(℃): 2.3 最高湿度(%RH): 90.9
最低温度(℃): 0.1 最低湿度(%RH): 77.6
標準偏差(℃): 0.4 標準偏差(%RH): 2.4

庫内
全平均

平均温度(℃): 18.8 平均湿度(%RH): 54.5
最高温度(℃): 26.3 最高湿度(%RH): 79.9
最低温度(℃): 14.8 最低湿度(%RH): 43.0
標準偏差(℃): 1.4 標準偏差(%RH): 4.9

ドッグ
ヤード
(平均)
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表4.3-5 H23年度玉ねぎ冷凍保管期間の温湿度データテーブル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真4.3-4 制御装置表示パネル(上段緑の表示が庫内の現在値、下段赤の表示が設定値である) 

1 平均温度(℃): 0.2 平均湿度(%RH): 88.7 10 平均温度(℃): 0.8 平均湿度(%RH): 89.3
1号 最高温度(℃): 1.0 最高湿度(%RH): 92.4 4号 最高温度(℃): 3.0 最高湿度(%RH): 93.8
左上 最低温度(℃): -0.5 最低湿度(%RH): 81.4 右上 最低温度(℃): 0.5 最低湿度(%RH): 83.8

N0.19 標準偏差(℃): 0.3 標準偏差(%RH): 2.0 No.29 標準偏差(℃): 0.3 標準偏差(%RH): 1.9 

4 平均温度(℃): 0.7 平均湿度(%RH): 95.4 11 平均温度(℃): 0.8 平均湿度(%RH): 90.5
2号 最高温度(℃): 2.5 最高湿度(%RH): 99.3 4号 最高温度(℃): 2.5 最高湿度(%RH): 94.7
左上 最低温度(℃): 0.0 最低湿度(%RH): 91.9 右上中 最低温度(℃): 0.5 最低湿度(%RH): 84.5

No.11 標準偏差(℃): 0.3 標準偏差(%RH): 1.0 No.14 標準偏差(℃): 0.3 標準偏差(%RH): 2.1

5 平均温度(℃): 1.0 平均湿度(%RH): 92.3 12 平均温度(℃): 1.2 平均湿度(%RH): 88.1
2号 最高温度(℃): 2.5 最高湿度(%RH): 96.6 4号 最高温度(℃): 2.0 最高湿度(%RH): 92.1
左中 最低温度(℃): 0.5 最低湿度(%RH): 87.0 右中 最低温度(℃): 1.0 最低湿度(%RH): 82.5

No.18 標準偏差(℃): 0.2 標準偏差(%RH): 1.5 No.20 標準偏差(℃): 0.3 標準偏差(%RH): 1.9

6 平均温度(℃): 1.6 平均湿度(%RH): 93.7 13 平均温度(℃): 0.7 平均湿度(%RH): 91.4
2号 最高温度(℃): 3.0 最高湿度(%RH): 98.5 4号 最高温度(℃): 1.5 最高湿度(%RH): 96.0
左下 最低温度(℃): 1.0 最低湿度(%RH): 90.3 中下 最低温度(℃): 0.5 最低湿度(%RH): 83.5

No.12 標準偏差(℃): 0.3 標準偏差(%RH): 1.3 No.21 標準偏差(℃): 0.2 標準偏差(%RH): 2.5

7 平均温度(℃): -0.1 平均湿度(%RH): 94.5 14 平均温度(℃): 1.6 平均湿度(%RH): 94.7
3号 最高温度(℃): 0.5 最高湿度(%RH): 98.6 4号 最高温度(℃): 2.0 最高湿度(%RH): 98.7
中下 最低温度(℃): -1.0 最低湿度(%RH): 85.2 左下 最低温度(℃): 1.5 最低湿度(%RH): 86.2

No.27 標準偏差(℃): 0.3 標準偏差(%RH): 2.2 No.22 標準偏差(℃): 0.2 標準偏差(%RH): 2.0

17 平均温度(℃): 10.6 平均湿度(%RH): 70.8 平均温度(℃): 0.9 平均湿度(%RH): 91.9
最高温度(℃): 14.0 最高湿度(%RH): 87.5 最高温度(℃): 2.1 最高湿度(%RH): 96.1
最低温度(℃): 5.0 最低湿度(%RH): 61.0 最低温度(℃): 0.4 最低湿度(%RH): 85.6
標準偏差(℃): 1.2 標準偏差(%RH): 2.8 標準偏差(℃): 0.3 標準偏差(%RH): 1.8

ドッグヤー

ド(奥)

No.13

庫内
全平均
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2011/11/18 12:30:01

2011/11/19 03:45:01

2011/11/19 19:00:01

2011/11/20 10:15:01

2011/11/21 01:30:01

2011/11/21 16:45:01

2011/11/22 08:00:01

2011/11/22 23:15:01

2011/11/23 14:30:01

2011/11/24 05:45:01

2011/11/24 21:00:01

2011/11/25 12:15:01

2011/11/26 03:30:01

2011/11/26 18:45:01

2011/11/27 10:00:01

2011/11/28 01:15:01

2011/11/28 16:30:01

2011/11/29 07:45:01

2011/11/29 23:00:01

2011/11/30 14:15:01

2011/12/01 05:30:01

2011/12/01 20:45:01

2011/12/02 12:00:01

2011/12/03 03:15:01

2011/12/03 18:30:01

2011/12/04 09:45:01

2011/12/05 01:00:01

2011/12/05 16:15:01

2011/12/06 07:30:01

2011/12/06 22:45:01

2011/12/07 14:00:01

2011/12/08 05:15:01

2011/12/08 20:30:01

2011/12/09 11:45:01

2011/12/10 03:00:01

2011/12/10 18:15:01

2011/12/11 09:30:01

2011/12/12 00:45:01

2011/12/12 16:00:01

2011/12/13 07:15:01

2011/12/13 22:30:01

2011/12/14 13:45:01

湿度(%RH)

温度(℃)

日
時

温
度

(℃
)

湿
度

(%
R

H
)
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(4) 検討内容 

Ⅰ 冷凍玉ねぎ保管量の確認 

①当初検討した、考えうる「最大保管量」の資料を下記に示す。 

但し庫内循環ファンの配置図は最終図面と異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-3 玉ねぎ冷凍保管量推定資料 

 

当該資料より、概ね256t程度保管できると推定したが、実際の保管量は現場の判断に拠る。複数

品種を保管することから、実際は200t程度と想定される。冷凍機に必要な設備能力を推定する為、 

設備容量は保守性の原則から、前者の数値で試算する。   

Ⅱ冷凍方案の確認 

①冷凍保管の玉ねぎの集荷は、7月中旬より8月中旬まで1ｶ月に渡る 

②従前は、保管用玉ねぎを受け入れる前に冷凍機を立ち上げ、前以て庫内の温度を10℃程度に 

調整している(次ページ資料参照)。 

既設の設備では前述の前室が設けられており、ここで予冷されて倉庫に搬入されている。昨年 

度と今年のデータでは15から20℃である 

③従来は4つの倉庫に区分されていたため、それぞれの倉庫別で温度管理が可能であった。 

したがって品種ごとにまとまれば、冷凍温度の設定が可能であったが、設備統合後の集約施設 

では、冷凍倉庫に仕切りは設けられていないので、現状に則した運用は期待できない。 

このことは、最初に入庫した玉ねぎと最後に入庫した玉ねぎの保管品質に、それなりの影響を 

与える可能性を暗示している 

  ④以上から類推して、庫内に1/2程度揃うまでは20℃、1/2から2/3までを15℃で運転、その後暫時 

0.5℃程度迄下げていくものとする(詳細は後出、本項Ⅴの①で触れる)。 

 初年度運用後見直すものとする。 

 

 

循環ファン

木製ダクト

m

112㎡

能力

30㎡
冷凍4台

ダクト吹出口

7m

16

除湿機
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図4.3-4 玉ねぎ冷凍倉庫立ち上げ時の庫内温度データ 

   

Ⅲ 必要冷凍能力の試算 

冷凍機の成績係数(COP)は、後述の推定試算より2.05、比熱は3.8kj/kg(The Engineering ToolBox 

より引用)とした。 

①立ち上げ時の冷凍必要熱量を試算する。 

 

表4.3-6 立上時必要推定熱量 

 

 

 

 

②冷蔵保管状態までの必要熱量 

 

表4.3-7 冷蔵(冷凍)必要熱量 

 

 

 

③次いで扉開閉時に主として発生する損失熱量を試算する。 

  ここでは、倉庫業法に基づき、建屋気積1,000～3,000㎥、冷凍クラスC3級(+10～-2℃)の場合の 

庫内の換気回数を1回/日としているが、入庫回数で換気量は異なってくる。 

 

表4.3-8 換気損失熱量 

 

 

 

 

 

④当該倉庫は、冷凍効率を上げるために、最新の断熱施工を施しているが、室内外の温度差がそれ

なりに存在しているので、建物の放熱損失から免れることはできない。又その損失熱量は非常に

大きい。ここでは後出別項で試算した表4.4-6「玉ねぎ冷蔵・冷凍倉庫の断熱効果試算表(改造後)」

より損失量を引用し、15,844kWhと推定する。 

⑤総計 

表4.3-9 冷凍機必要推定熱量 

 

外気温℃ 25.7 平均湿度% 84 70.44 kj/kg
庫内温度 0.5 湿度 70 7.34 kj/kg
倉庫気積 1,836 空気密度 1.2 必要熱量 19 kWh

ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ
立上時必要熱量(7月)

外気温℃ 27.9 玉葱比熱 3.8 kj/kg 保管量 256 t
必要熱量 3,327 kWh 原単位 400 kWh/t

玉葱冷却熱量(8月)

16.3 湿度 75 38.28 kj/kg
0.5 湿度 70 7.34 kj/kg

1,836 空気密度 1.2 換気回数 1 /日　
243 必要熱量 2,248 kWh

期間平均外気温℃
ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ

換気損失
庫内温度
倉庫気積
該当日数

立上 玉葱冷却 放熱損失 換気損失 小計

19 3,327 15,844 2,248 21,437
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Ⅳ 冷凍機の選定 

①冷凍機冷却方案の検討 

既設の冷凍機は水冷式で、圧縮動力15kW、法定冷凍トン10トン、推定換算冷却能力35kWが2台設 

置されており、倉庫の推定集容容量は、玉ねぎの場合で、600トン程度と想定される。 

もとより、組織の構成上、冷凍機の保守に関する専任担当者は配置されておらず、事後対応で 

メーカーにトラブル対策を依頼している。かかる場合、空冷式に比べてクーリングタワー・冷 

却水ポンプ等補器の多さは、通常業務の中での保守作業を困難にしている。 

幸いなことに、昨今の技術進歩で空冷式の場合でも、冷凍クラスがC3(保管温度＋10～－2℃) 

クラスの場合は、その原単位当たりの仕事量は可也「既設」の水冷式に近づいてきたこともあり、 

将来のメインテナンスを勘案した場合、空冷式冷凍機を導入することが好ましいとの判断が、施 

設責任者の見解であり、この方向で検討を進めた 

②施工業者から提案された冷凍機の仕様の一部及びその能力を下記に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-5 玉ねぎ冷蔵用冷凍機室外機仕様(抜粋) 
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図4.3-6 同上室内機仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-7 同上室内機冷却能力 
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図4.3-8 同上室外機冷却能力 

 

入手しているメーカーの「据付工事説明書」(WTO6419X01)に拠れば、当該機種の場合、庫内の 

設定温度が0℃の時の推奨蒸発温度を-10℃としている(温度差TD10)。上記の諸データから斟酌 

した場合、この時の室外機の消費電力は10kW強、冷凍能力は25kW(図4.3-8「同上室外機冷却能 

力」参照)であるが、庫内のユニットクーラーの冷却能力は17kW(同、図4.3-7「同上室内機冷却 

能力」)しかなく、冷媒配管でのロス等加味し、室外機の能力が過剰になっている。 

幸い、当該室外機はインバータを搭載しているので、17kW以上の負荷が見込めない場合、消費 

電力は抑制されると推定される。個々のケースにより状況が異なるので、メーカーとしての 

データの取得はしていないとのことである。 

同様に今回入手している別途資料[「設計工事サービスマニュアル2012年版」(MEE10W041)]に、 

庫内17kW弱の冷却能力に対応する室外機のデータが掲載されているので、この資料を参考に、 

当該システムの消費電力を下記に演繹推定する。 

次ページのデータより、冷却能力から逆算して消費電力は7kW程度と類推される。 

この時のシステム成績係数(COP)は 

 17kW÷(7＋(0.46＋0.045＋0.8)[含送風ファン他])kW＝2.05前後と推定できる。 
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図4.3-9 冷凍機室外機援用資料(参考) 

 

③庫内内部負荷と設備の整合性の確認 

ⅰ立ち上げに必要な日数 

(但し運用面では、庫内温度を暫時低下させていくが、ここでは設備能力から逆算した) 

 

表4.3-10 推定立上日数 

 

 

 

ⅱ負荷(必要熱量[ここでは放熱損失])と設備能力/日当たり 

 

表4.3-11 設備能力 

 

 

 

a 倉庫の保管量は既設の約1/4であるが、更新設備の冷却能力は、従前と変わらない 

b 通常設備は25%程度の余裕を見て設置されていることが多い 

c 今回の更新工事での断熱対策は、従前の設備を圧倒的に凌駕している 

必要熱量(kWh) 3,346 暫定時間(h) 暫定日数(d)
冷凍機能力(kWh) 68 49 2.0

放熱損失 81 換気損失 9 小    計 90
平均冷凍機能力17kWh/h*22h[不含デフロスト時間]*4台 1,496
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等の観点から、過剰設備の容量最適化見直し検討もしたが、事業活性化を目指した、将来の冷蔵 

保管野菜の新規取り込み等運用形態変更の可能性、設備不具合時の対応等を加味し、提案の設 

備を設置することで一応の決着をみている。 

従って今後の省エネ対策としては、デフロスト(除霜)時の昇温対策を加味、4台の内2台を稼働、 

残りは不具合時対策用として稼働させないことで対応することを検討している。 

Ⅴ その他の検討事項 

①冷凍機運転方案の検討 

 玉葱の冷蔵保管に関して、各種機関のデータでは、温度は0～1℃、湿度は65～75(70)%程度が好 

ましいとされている(「青果物予冷施設のてびき」全農施設・資材部、「野菜の最適貯蔵条件一 

覧表」野菜茶業研究所、「野菜集出荷予冷施設カタログ[No.P-860]」株式会社佐竹製作所)。 

既に触れている様に、既設の倉庫は4ｶ所に区分され、且つ前室を内装していたが、当該倉庫は 

物理的な制約から、断熱扉の内側に横吹きエアー・カーテン並びに高速シャッターを設けている 

ものの、前室はなく庫内の区分けもされていない。 

従来は品種別・集荷時期別・出荷予定別に区分けして冷蔵管理を行っていたが、今後はどのよ 

うな運用形態が合理的か、試行錯誤を通じた検討課題が惹起している。 

前述の様に当該施設の収容容量は、既設設備を大きく下回っているので、従前の取扱量を前提 

にした場合は、当面既設の設備との併用が考えられる。 

この場合、双方の施設の性能を勘案した運用が好ましい。 

経済的合理性を吟味した場合、改造後の施設では、 

a前室が付帯していないので、できるだけ倉庫の開閉を避ける保管形態が望ましい 

b早期集荷に徹する(別述の如く、保管温度を速やかに10℃下げれると、呼吸量を1/2から1/3に

低下させることが可能となり、このことは品質劣化対策として効果が大きい) 

c集荷後の玉ねぎを0℃近辺の雰囲気に一度に晒した場合、所謂「風をひく」可能性が残る。 

できるたけまとめて、温度管理をすることが好ましい 

懸る状況を勘案、現行の集荷期間を前提にした場合の冷蔵・冷凍保存方案の試案を下記に示す。 

 

  1.冷凍機の設定温度を20℃にする 

2.20℃になった後、湿度を確認 

   70%を超える場合は、冷凍機を運転したまま、「玉ねぎの乾燥工程用」に設置した除湿機の 

設定を第一ステップ(後出表4.3-12「冷凍工程管理標準(案)」を参照)で運転 

3.庫内温湿度が設定値になった後、除湿機の運転を自動で送風モード、手動で停止 

4.冷凍機の設定温度を10℃に変更する 

5.10℃になった後、湿度を確認 

6.70%を超える場合は、除湿機を第二ステップで運転 

7.庫内温湿度が設定値になった後、除湿機の運転を自動で送風モード、手動で停止 

8.冷凍機の設定温度を5℃に変更する 

9.5℃になった後、湿度を確認 

10.70%を超える場合は、除湿機を第三ステップで運転 

11.庫内温湿度が設定値になった後、除湿機の運転を自動で送風モード、手動で停止 

12.冷凍機の設定温度を0.5℃(0℃も検討の余地が残る)に変更する 

13.0.5℃になった後、庫内の温湿度を確認→1.1g/1kgの水分差 

14.従来使用していた、バケツによる薄氷確認の停止←庫内湿度上昇の一因か否かの確認要 

今年のデータを数値化し、来年度フィードバックする 

但し具体的な「湿度」管理上の作業方案に関する留意点として、 

1.庫内の断熱密度が高いので、所定の温度到達後の日々の確認業務での入退出に伴う、外気侵 

入による設定後の湿度の上昇は避けられない。この時点での除湿機による運用も考えられる 

が、次頁に示すメーカーの除湿機の能力線図(「産業用除湿機カタログ[1185548<MDOC>]」で 

は、一応3℃以下での除湿は範囲外とされている。従って、入退室後は速やかに電動扉を閉 

めることが好ましい 

2.前述の様に高気密となっているので、冷凍・霜とり時などに起こる収縮・膨張による庫内気 

圧を調整、庫内外の気圧差によるトラブルの浮上を回避するため気圧調整弁を設けている。 

作動した時に吸排気が行われ、庫内の温湿度に影響を与える 

以上の対策として、高湿度時に「除湿機」の強制運転を実施する。この場合、運転後一定時間 
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を経過して、除湿機の「低圧カット」異常が発生する可能性が高いが、一定時間放置すれば自 

動復帰するので、これを繰り返すことで「調湿」対策とすることも視野に入れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-10 除湿機の運転範囲定格仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-11 庫内吸込温度と相対湿度及び室外機吸込温度の関係(図上/再掲) 

 

以上の項目を取りまとめ、下記にフローチャートにした。 

 

制御開始⇒冷凍機運転⇒第一段階設定温度到達⇒「調湿運転」⇒除湿機運転⇒第一段階設定湿度

到達⇒除湿機停止 
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⇒第二段階設定温度到達⇒「調湿運転」⇒除湿機運転⇒第二段階設定湿度到達⇒除湿機停止 

⇒第三段階設定温度到達⇒「調湿運転」⇒除湿機運転⇒第三段階設定湿度到達⇒除湿機停止 

⇒最終目標温度到達⇐その後「湿度成り行き」若しくは「強制調湿」 

 次いで、管理標準(案)を示す。 

 

表4.3-12 冷凍工程管理標準(案) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②簡易CAの検討 

玉ねぎの冷凍期間中の簡易CA貯蔵(Controlled Atmosphere Storage)方式の援用を視野に入れ、 

二酸化炭素濃度センサーを温湿度センサーと同様三ヵ所設置し、中央監視装置にデータを取り 

込み、システムとして成立するか否かの検討を行う(別途高濃度二酸化炭素の測定可能なセン 

サーを1台設置し、簡易CA貯蔵対策とする---再掲)。 

従来、野菜、果実等の生鮮植物を長期に亘って貯蔵する方法として種々の技術が研究され、開 

発されてきた。その代表的なものとして、冷蔵貯蔵方法、低温貯蔵方法（氷温貯蔵方法）、CA 

貯蔵方法、MA包装貯蔵方法等が広く知られている。このうち、前者の冷蔵貯蔵方法、低温貯蔵方 

法は、冷蔵庫等の低温設備を利用して野菜、果実等を所定の低温度条件下に保持して、その鮮度 

維持を図るものであり、他方後者のCA貯蔵方法、MA包装貯蔵方法は、酸素と炭酸ガス濃度を野菜、 

果実等の品目に応じた、適切な濃度に制御し呼吸作用を調整して、その鮮度維持を図るものであ 

る。現在さらに、高い鮮度保持効果が期待できるものとして、個別の野菜、果実等について広く 

研究がおこなわれている。 

例えば、上記のような設備を設置しなくとも、収穫された野菜、果実の性質を利用した、「立 

ち型野菜」のような保管方法も提案されている。ホウレンソウ、ハクサイ、レタス、キャベツ、 

アスパラガス、ネギ、タマネギ、スイートコーン、ナバナ、ブロッコリー等の横にすると立ち上 

がろうとする、上下感覚を持った野菜である「立ち型野菜」は、横になっていると立ち上がろう 

として、糖分やアミノ酸等のエネルギーを消耗するといわれている。 

一方、前述の様に低温にすることで、呼吸量を低下させることができ、呼吸作用は、野菜に含 

まれる糖質や有機酸等の成分を消費して、エネルギーに変える反応であることから、呼吸作用 

が活発であれば消耗が大きく、逆に、呼吸作用が低下すれば消耗は小さくなる。 

一般に、呼吸作用を抑制することは、生鮮植物の生理活性の面からみて、収穫後における野菜、 

果実等の鮮度と品質を、高レベルに保持するための方法として期待できるものであり、当該施 

設でもかかる方案を採用している。 

他方では、大気が窒素78%、酸素21%、アルゴン1%、炭酸ガス0.03%その他から構成されている 

事、これよりも低い酸素濃度や高い炭酸ガス濃度も、収穫した野菜、果実等の生鮮植物の生理 

活性に、変化を引き起こすことが知られている。例えば、野菜の呼吸作用は、低酸素条件におい 

て、顕著に抑制できることが確認されている。 

更に、リンゴの出すエチレンガスも、保管中の玉ねぎの成長を促進することが知られている。 

前述のように、野菜は収穫した後も呼吸をし、成長を続けようとし、栄養分が失われ、そのた 

めに発生したエチレンガスによって、品質の劣化を惹起する。 

エチレンガスは、作物の成熟、落葉、開花、呼吸作用等を促進する植物ホルモンの一種である 

が、今回の場合は熟成と老化を早める原因になる。したがって、玉ねぎの鮮度を長く保つために 

は、発生するエチレンガスを抑制することが肝要である。 

高濃度二酸化炭酸ガスは、エチレンの生成に影響を及ぼすとされている。 

当該施設では気密が高い事から、以上の諸点を勘案し、集荷後保管温度0℃近辺に達する間の、 

呼吸作用により排出される、庫内の二酸化炭素濃度を測定、どのような効果があるか検証する。 

庫内調湿管理標準

　温度℃   湿度%
目標値 0.5 70 0.0027 7.34

65.0 0.0025 6.85
75.0 0.0029 7.83

第三ｽﾃｯﾌﾟ 5.0 70.0 0.0038 14.49
第二ｽﾃｯﾌﾟ 10.0 70.0 0.0053 23.46
第一ｽﾃｯﾌﾟ 20.0 70.0 0.0102 46.02

絶対湿度
kg/kg'

ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ
kj/kg

データ

管理
範囲値

0.5

除湿機設定ﾊﾟﾗﾒｰﾀｰ
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Ⅵ 仕様の確定 

①冷凍機運転方案の確定 

別項「玉ねぎ乾燥工程の見直し」で触れた内容に準じる。 

上記Ⅴの①で検討した操作画面に、「調湿管理」機能を組み込んだイメージ図を下記に示す。 

ここでは 

ⅰ従来冷凍庫での湿度管理は成り行きとされ、慣行では管理範囲外とされてきたが、最終目標 

の管理推奨湿度からのバック・キャスティング手法により、前以て管理ステップを仮想・帰 

納することで、目標値に近似させる 

   ⅱ保管中の質量減少率を測定し、今後可能な限り抑制できる保管状態を模索する 

   ⅲ温湿度管理に代わる、「エンタルピー(空気の内包するエネルギー)管理」の可能性について 

検討する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-12 冷凍機運転管理画面 

 

(5) 更新後の状況 

Ⅰ詳細 

別項「玉ねぎ乾燥工程の見直し」で触れた内容に準じる(再掲)。 

但し、そこで記載している④は、「除湿機」を「冷凍機」と読み替える。 

上記の様にシステム構成は同一であり、機能を分割・並列に配置しているので、ここではシステ 

ムイメージ図は割愛する 

Ⅱ新設冷凍システムの操作画面及び機能 

次葉以降に順次今回設置されたシステム及びその機能の一旦を示す。 

既に触れている様に、当該機器の構成は冗長システムとなっているので、その機能が一部重複し 

ている処、逆にカバーできていない処が散見している。 

下記では、「メインの運転及びデータ収集PC」について最初に触れ、次いで冷凍機の「運転管理 

を担っている補助機能としてのPC」の機能について触れる。 

基本的な機能としては、 

ⅰ運転管理の個別詳細データの設定・運転及びそのモニター監視 

ⅱ各種生産管理上の収集データの瞬時的・時系列的トレンドとデータテーブルの表示 

 (含電力デマンド管理) 

ⅲ警報並びにトラブル履歴管理 

ⅳ各種生産管理帳票出力とその印字 

除湿機手動
温湿度制御 ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ制御 除湿 送風

状態表示 庫内調湿管理標準

重　　量 初期重量 478.4 g 　温度℃   湿度%
現在重量 472.3 g 目標値 0.5 70 0.0027 7.34
減少率 1.28 % 65.0 0.0025 6.85

75.0 0.0029 7.83

温　　度 現在値 35.0 ℃ 第三ｽﾃｯﾌﾟ 5.0 70.0 0.0038 14.49
湿　　度 現在値 70 % 第二ｽﾃｯﾌﾟ 10.0 70.0 0.0053 23.46
ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ 現在値 99.68 kj/kg 第一ｽﾃｯﾌﾟ 20.0 70.0 0.0102 46.02

目標ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ 6.85 ～ 7.34 kj/kg

玉葱冷蔵工程

データ

制御開始

管理
範囲値

0.5

除湿機設定ﾊﾟﾗﾒｰﾀｰ

警報停止停止中

絶対湿度
kg/kg'

ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ
kj/kg
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A メインPC 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-13 提案された冷凍機操作画面 
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但し、上記の図4.3-13「 提案された冷凍機操作画面」は、当初の仕様を満足していないので、 

前掲図4.3-12「 冷凍機操作画面」の様に、変更の依頼をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-14 「メインPC」の取得データロガリストと時系列トレンドグラフ
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B 補助機能PC 

 最初に機能の全体像を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-17 個別詳細機能一覧表 
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図4.3-18 個別詳細設定画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-19 個別詳細データモニタ画面 
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図4.3-20 時系列データトレンド画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-21 電力量デマンド値設定画面 
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図4.3-22 各種履歴モニター画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-23 設置機器別個別日報・月報電力量データ 
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Ⅲ当該システム運用上の留意点 

 ⅰ玉ねぎ冷凍庫には、前室の代替機能として、電動防熱扉(メーカー型式不明)、サーモ・シャツ 

ター[横吹きエアー・カーテン] (MTS-255)及びシート・シャッター(KV21)、米倉庫には、手動式 

防熱扉(メーカー型式不明)、エアー・カーテン(MK3510TA)が設置されている。 

   玉ねぎの乾燥工程の場合は、外気温と庫内の温度差は冷凍時に比較して相対的に小さい。シー 

ト・シャッターが機能している場合、サーモ・シャツターは、使用電力量抑制の為不使用とする。 

電動防熱扉は、煩雑な搬入出業務のことを斟酌した場合、日中開いたままの状態は吝かではな 

いが、夜間及び湿度の高い時は、戸閉励行が好ましい。 

冷蔵・冷凍時は、玉ねぎ及び米両倉庫とも、確実に戸閉の厳守が肝要である 

  ⅱ玉ねぎの庫内換気扇6台は、乾燥工程を目的として設置されている。 

   冷凍時の稼働では、換気扇の発熱量(180W×6台≒1KW/時間)は冷凍機の内部負荷となるので、監 

視画面上の庫内上下の温度差が小さい時は、運転を停止することが望ましい 

  ⅲ庫内蛍光灯は、作業時以外消灯に努める。特に冷凍時の点灯は、倉庫で仮眠状態にある保管中 

の玉ねぎに、少なからずのストレスを与えるとされている 

ⅳ当該施設には最新の高効率機器が導入されているが、メインテナンス次第でその能力は大きく 

変わる。このことは同じタイプの新車を購入しても、経年後所有者によって、その性能に大き 

な差が出ることからも一目瞭然である。特に玉ねぎの乾燥・保管に於いては、大量の塵埃が発 

生する。このことはフィルターの清掃、排水系統の清浄を常に求めていること意味している。 

費用の掛からない、定期的な事前保全管理の立案が待たれる 

ⅴ玉ねぎ倉庫は、通年を通じて最新の高効率の機能を活用すべく、稼働率を上げるため乾燥と冷 

蔵・冷凍双方の業態を担っている。このため、機能的に双方の設備を搭載しており、例えば乾 

燥工程で不要な機器も設置されている。 

冷凍工程での使用を予定している、入口フロア・ヒーター(メーカー型式不明/約750W)及び気圧 

弁(4478PL)8台、計約400Wの電源は、乾燥工程ではオフにする必要がある。仮に管理せず通年通 

電した場合、不要時の半年間の無用な電力量は、5,000kWh程度に達すると推定される。 

参考まで、下記にメーカーの回路図を示す。 

システムが完全自動化になっていないので、管理標準を作成し対応することが好ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-28 電力シーケンス(抜粋) 
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Ⅵ今後は従来の温度管理に加え、湿度管理を可能とすることで、品質の向上を目指しているが、立 

ち上げ時の運転及び調湿に際しては、前述資料 表4.3-9「冷凍機必要推定熱量」からも明らかな 

ように、内部負荷が小さいので、「除湿機」を稼働させ対応する。 

この場合の運転モードは乾燥工程と異なり「自動」モードの「Cゾーン」機能の援用を行う。 

具体的な設定方案としては、湿度管理は目標湿度の設定とし、温度管理は目標庫内温度を実際の 

庫内温度より高めに設定することで対応可能と判断される。 

下記にメーカーの資料(「産業用除湿機技術マニュアル[2006年MEE05W443]」)を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-29 冷凍「立上時」の除湿機運転モードの選定方案 

 

 

(6) 期待できる成果と検討課題 

①推定削減電力量と排出二酸化炭素量  

 従来の電力量は、前掲「平成22年度 低炭素むらづくりモデル推進事業『事業実施結果報告書添

付資料』」で、洲本支店の電力量メータによる計測が一ｶ所であるため、全体の使用量からの推
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定按分であるが、H22年度で135,000kWh程度としている。 

同年度の出荷量は、記録より263tとなっている。しかるに実際の冷蔵処理の荷受量は、不良品等

を加算した場合、概ね1.3倍程度(後述の「②品質の向上」参照)と推測され、この場合の荷受量

は約340tとなる。 

改造後の冷蔵倉庫の最大荷受量は256tである。この場合の推定電力量は、前掲表4.3-9「冷凍機 

必要推定熱量」より21,437kWhと試算している。 

ランニング期間並びに既設設備の固定電力量等を加味した場合、単純な比較は難しいが、ここ 

では「比例」するものとして、256t処理した場合の削減量を予想する(最終的には「原単位」比 

較が好ましい)。その時に演繹される年間相当電力量は 

 (256÷340)t×135,000kWh≒101,650kWhとなる。 

  本年度基準の関西電力の調整後CO2排出係数は、0.265t/千kWhである。 

  削減推定年間電力量: (101,650－21,437)kWh≒80,213kWh 

    同上CO2推定削減量 :  80,213kWh×0.265t/千kWh≒21.3t/年  

②品質の向上 

 各種機関の玉ねぎの冷凍(冷蔵)保管に関する研究レポートでは、前述の様に0.5℃前後、湿度 

70%前後が品質を維持するうえで好ましいとされている。カボチャ、ショウガ、タマネギ、ニン 

ニク、サツマイモ、キャベツ、エンドウ、トマトなど乾燥を好む野菜は、比較的乾燥した条件 

（湿度50～70％）で保存すると長持ちするとされている。 

一方で当該施設での今までの庫内湿度は、下記のデータが示している様に、90%前後と非常に高 

い。玉ねぎの保存には湿度は大敵であり、湿度が高い場合すぐに根が出て栄養と風味を落とす 

とされているが、このことは逆に出庫時/入庫時の質量の減少率が小さいことを暗示している可 

能性がある。販売は重量で管理されているので、掛かる仮説の信憑性について本年度計測して 

記録する。従来の記録はないので、可能であれば本年度並行して測定し、比較を行う。 

今回の事業の対象である「倉庫」は既設の改造であり、前室は経済性の面から設けられていない

が、既に触れたように、扉の開閉が頻繁でない場合、高気密が保たれているので、庫内全体の温

湿度は相対的に安定すると考えられ、外気の影響は受けにくい。気流の相違による影響は考えら

れるものの、場所による温湿度のばらつきは少なくなると考えられる。 

このことより今回の庫内の条件は、下記に示す前掲 表4.3-4「H22年度の玉ねぎ冷凍保管期間の

温湿度データテーブル」及び同表4.3-5「H23年度の玉ねぎ冷凍保管期間の温湿度データテーブル」

の平均値の値から、一層目標設定温湿度(0～0.5℃、65～75%)に収斂すると共に、標準偏差は限

りなく「0」に近づくと想定しうる。 

 

表4.3-13 冷凍保管期間の温湿度データテーブル比較表 

 

 

 

 

 

併せて玉ねぎの呼気による庫内の二酸化炭素濃度も、高濃度が望める。 

 現場でのヒアリングでは、年によって品質の劣化が進んだため、出荷できない不良率は30%にも

及ぶと聞いているので、保存用途を特定した長期保管用に運用する等の方案が確立できれば、品

質の改善を通じ、歩留まりが上がれば、経済的に少なからずの改善効果が期待できる可能性が浮

上する 

③管理精度の向上他 

ⅰ今回のプロジェクトでは、設備の更新に際して、先ず実態の把握に二年間に渡り注力してきた。 

既存の設備では、上述の各種データが取得できない為、別途各種測定器及びセンサーを購入・ 

設置・計測・データ取得・解析と多大な労力を費やしている。今後は自動計測となり、合理的 

な生産管理の道が開ける。このことは上記「②品質の向上」に大きく寄与すると想定される 

ⅱ当該設備の設置されている池田選果場には、今回の事業対象以外の設備も設置されている。し 

かるに、エネルギー供給事業者の電力計測は一か所であり、個々の設備の電力量の算定は、按 

分等の手法を使用、正確性に課題を残してきたが、今回は自動計測が導入され、実態の把握が 

スムースに実施できるのみならず、且つ活用次第ではデマンド値の管理も可能になっている 

ⅲ冷凍の場合の庫内の温湿度管理は、品質を維持するうえで、避けて通れない高いハードルであ 
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る。従って、従前は一日に何回も定期的にデータを収集し、徹底した温度管理が実施され、 

それらの管理データを「玉葱冷蔵庫温度管理表」として別途作成してきた(前掲図4.3-4「玉ね 

ぎ冷凍倉庫立ち上げ時の庫内温度データ」参照)。 

今後は、前掲図4.3-22「設置機器別個別温度データ」を流用することで、従来の一連の作業の 

割愛が可能となる。測定センサーに異常がない限り、作業者が直接測定することがないので、 

人的ミスの介在を防ぐことが出来る。 

但し、既設では、湿度管理はされていない 

ⅳ取得データを活用することで、次年度より合理的な運転が可能になる。 

管理標準を作成することで、専任者以外の多くの関係者の操作が可能となる 

④庫内CO2濃度確認と付帯検証 

前掲(4)-Ⅴ-②「簡易CAの検討」で触れた内容に基づき、H24年度に確認作業を実施する。 

 従来の庫内管理は、温度のみであった。 

 ここでは 

  a 新設の二酸化炭素濃度センサーのデータ確認と温湿度管理の効果について検証する 

  b 庫内に別途複数の高気密簡易ボックスを搬入、二酸化炭素濃度のレベル差による効果を確認 

   する 

ⅰ発砲スチロールの箱を用意 

ⅱ玉ねぎを複数セット 

ⅲデータ保存型温湿度計(ハイグロクロン)をセット 

ⅳ別途購入した二酸化炭素小容量携帯ボンベより二酸化炭素を注入、所定の濃度を確保 

ⅴすべての試験用穴及びフタをガムテープで塞ぐ 

Ⅵ翌年度最終出荷時にCO2濃度の確認後開封、品質確認とデータ確認をする 

下記にテストのイメージを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-30 CO2濃度別品質確認試験方案 

 

(7) 終わりにあたって 

外部より委託を受けた玉ねぎの保管トラブルについて、下記に付言する。 

今回は、複数の要因が複合したトラブルとの推測がされているが、可能な限りその主たる原因 

を特定しておくことが、今後の課題解決のための大きな手掛かりにつながることは、容易に首 

肯しうるところである。 

処で、かかる事象の巷での代表的な例として、鉄道関係の事故で、「競合(複合)脱線」という 

事故が報告されることがある。又、公害関係が熾烈な時代には、「複合汚染」との表現を目に 

することも稀ではなかった。 

今回の冷凍保管の対象の玉ねぎは、外部の民間業者からの委託品であり、 
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ⅰ「根付き、葉付き」と言われる収穫後、ほぼ未処理の状態で乾燥したタイプであり、通常扱

っている様態の商品ではない 

ⅱ先方で乾燥されており、「乾燥工程の温度・時間」管理の経緯が把握できていない 

ⅲ経験不足から、受け入れ時の品質確認が十全でなく、「乾燥不十分?」の疑念が残る 

等の複数のトラブル要因を内包していたと想定されている。 

結果、事後処理として、上述の「複合要因」説扱いの様に、主たる要因を特定せず、処理され 

ている嫌いが見受けられる。 

通常複数の要因が絡んだ場合、最初から全体をまとめて把握しようとはせず、内部要因と外部 

要因に識別して検討することが一般的である。今回のトラブルでは、上記の三要因は、結果とし 

て玉ねぎの状態を拘束する内部要因となっており、ここでは、外部要因としての冷凍・冷蔵保 

管管理と云う視点を加味することが、好ましいと思われる。 

少なくとも、別途取得している庫内の温湿度データから判断する限り、現行の見解に首を傾げ 

ざるを得ないというのが、率直なところである(前述(3)-②での指摘及び前掲図4.3-2「保管温 

湿度の比較グラフ 3号倉庫(上)、4号倉庫(下)」参照)。 

先のデータと通常文献等でいわれている値(0～0.5℃がベスト、瞬時値は別として、基本的には 

平均値がこの値を下回らない)から勘案した場合、当該データの場合、庫内の玉ねぎは完全に凍 

結していた可能性を示唆している。 

この原因(含対策)として、前掲報告書「平成22年度 低炭素むらづくりモデル推進事業『事業 

実施結果報告書添付資料』」p41)に指摘した、冷凍機の蒸発膨張弁並びに低圧圧力スイッチの不 

具合若しくは制御盤上のPID設定器の設定温度と庫内の表示温度の誤表示などが考えられる。 

①蒸発膨張弁の不具合 

前述の写真4.3-2「冷凍機の圧力比較(上/昨年度ピーク時、下本年度中間期)」にマーキング 

している様に、推定蒸発温度(圧力ケージの値が正しいとして)は夏季－26℃、冬季(中間期)  

－30℃に達しており異常領域にある。メーカーデータも既に昨年度指摘した様に、－20℃以 

下での使用状況は期待していない。再調整が待たれる 

②冷凍機吸込温度の再確認 

 複数の要因が考えられるが、通常外気温が低下、内部負荷が小さくなり、蒸発器の負荷が軽 

くなるにつれて吸込温度も低下するが、この場合であれば低圧スイッチを高めにセットする 

ことで対応が可能である。いずれにしても現在の設定値には、保守業者の意向も考えられる 

ので、業者との調整が好ましい 

③冷凍機制御盤の表示温度と庫内の実態温度の相違 

前掲既設の冷凍機機側に設置されている、制御装置の庫内の目標設定値と実態値の表示パネ 

ルの写真4.3-4「 制御装置表示パネル」を参照。 

件の3号機の場合、ここでの設定温度は1.0℃、庫内温度0.7℃となっている。他方上記の図 

4.3-2のグラフの期間平均値は、表4.3-5「H23年度玉ねぎ冷凍保管期間の温湿度データテーブ 

ル」より－0.1℃、庫内最低温度は－1.0℃である。 

遺憾乍、測定及び撮影時点では、トラブルが惹起されていることの認識は全くなく、後で知 

ることになる。従って前掲グラフと瞬時値である写真の時間的相関関係の特定は、現時点で 

は難しいし、又センサーの測定誤差も考えられるので、 

ⅰ「既設センサー」の測定個所(位置)を再確認する 

ⅱ同じ位置で各倉庫の現在地の値を簡易温度計で測定、パネルの表示値と照合する 

ⅲ庫内温度の設定値を固定し、「測定センサー」の誤差を平均化する為、各倉庫に複数のセ 

ンサーを既設センサーと同じ位置に設置、一定期間測定後、定期的に別途作成したパネル 

の記録と照合する 

事が望まれる 

④実態温度の測定個所の妥当性 

  当該事業の更新倉庫では、処理する温度帯が微妙であること並びにセンサーの不具合対策も 

兼ねて、庫内の温湿度及び二酸化炭素の測定センサーを三ヵ所に分散配置、モニター及び 

データ収集装置で管理できるようにしている。 

既設での更新対策は、難しい面も考えられる。 

(但し、測定個所を認識することで、運用上の別途方案の可能性が浮上することも期待でき 

る) 

   今後の運用には慎重を期する必要があるが、長期に渡る保管コストを問わない場合は、庫内に設 
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置したバケツの薄氷確認等、従来の対策をこまめに励行することができれば、当面の運転は可能 

と思われる。但しこのことは、メインテナンスの重要性からの放免を意味するものではない。 

いずれにしても、データに基づく合理的な判断とそれに基づく対策を講じることが、今後のト 

ラブル解消に向けて、避けて通れない第一歩であると思われる。 

上記の冷凍・冷蔵「保管温度の誤り」という要因の特定は、ここでは推定の域を出ないが、客 

観的な対応が望まれる。 
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4.4 玉ねぎ倉庫の見直し 
  (1) 検討主旨 

玉ねぎは当該産地のブランド商品であり、その商品価値の逸失を惹起させずに、長期間にわ 

たり市場に供給するため、その一部を冷凍保管している。 

現行設備の陳腐化に伴い、今回設備の統合集約も兼ねて更新を計画しているが、スペース・ 

ファクターを有効裏に活用するため、茲では冷凍時の『前室』の設置可否について検討し、 

併せてその結果に基づいて、その場合の断熱効果について推定試算する。 

 

(2) 経緯 

当該設備は、原則として収穫後個々の農家で自然乾燥した玉ねぎを、長期保存させるため0℃ 

近辺で冷蔵する施設であり、倉庫業法の冷蔵倉庫の規定ではC3級に該当する(今回の事業では、 

併せて更新する米の「低温冷蔵倉庫」と表現上紛らわしいので、「玉ねぎ」の倉庫を「冷凍倉 

庫」と表現している)。 

冷凍倉庫への各農家からの受け入れはお盆迄としており、その時の玉ねぎの温度は外気温に 

準じているので、集荷状況によっては、従前の既設の設備では一旦『前室』で予冷し、その 

後冷凍倉庫に搬入することで、品質の維持を図ってきた。 

今回の設備は、従来の常温倉庫を冷凍倉庫に改造するものであり、各種の物理的制約の中で 

の改造工事であるので、冷凍倉庫としての本来の機能からすれば、少なからずの問題を内包 

している。茲では、特にスペース・ファクターの関係から、『前室』設置の必要性の有無に 

ついて、重点的に吟味した。 

倉庫業法でいう冷蔵倉庫の規定では、C3級は一番負荷の軽いクラスにランクするが、従前の 

運用状態を鑑みた場合、『前室』の活用により、扉開閉による庫内の温湿度変化を限りなく 

少なくすると共に、玉ねぎの集荷状態に拘わらず柔軟な運用が展開されており、その『前 

室』の存在意義は大きい。 

然るに更新後の保管容量は、従来の1/3程度であるので、既設の設備との併用は避けがたいが、 

横持の軽減等の効果も期待され、且つ併せて設備効率の向上も期待出来るので、新規設備の 

スペース・ファクターを最大限に活用し、運用することが望まれている。 

もとより『前室』の有無は、冷凍・冷蔵用の当該施設の場合、その運用に多大な影響を及ぼ 

すことは避けがたいが、単なる初期投資の削減のみならず、設備能力を最大限に活用し、そ 

のランニング費用の最大効率を確保するためにも、茲では最新の技術を活用し、『前室』の 

割愛について下記検討した。 

 

Ⅰ前室設置の有無に関する検討 

(ⅰ) 検討概要 

   ①断熱自動扉、「横吹き出し」エアー・シャッター、自動開閉高速シャッターの採用で、外気の 

侵入量削減を計画する 

    ②『前室』を設置しないので、できる丈扉開閉の少ない、且つ「短期間集荷・長期保管」型の可 

能な運用方案を作成する。 

「予冷」作業を回避するため、満杯状態で冷凍工程を開始、外気温からスケジュール管理に 

より、暫時設定温度を下げていく、カスケード型の温度管理で、設備の効率を高める 

(ⅱ) 検討詳細 

  ①米の低温保存庫の設定温度は概ね15℃であるが、玉ねぎ冷凍倉庫は、前述の様に0℃近辺と相 

  対的に低いため、扉は自動とし、扉と連動してエア・シャッターを設けると共に、扉のたび 

  たびの開閉は、作業手順から判断して非効率的であるので、センサーで自動的に開閉する高 

  速シャッターを、エア・シャッターの内側に設置する事で、「前室」並みの効果を期待する 

②リフト操作時、高速シャッターが視界を遮るので、部分的に前方が視認できる仕様とする 

③複数の開閉装置が設置されるので、作業者の「庫内閉じ込め」時の手動による開閉対策及び 

庫外への通信手段を設ける 

④庫内の温湿度並びに二酸化炭素濃度の変化がモニターできるセンサーを、庫内3か所に設け、 

中央の監視装置及び現場で確認できるようにする 

⑤従来のエアー・シャッターは、上から下に向かって空気が吹き下ろされていたが、効率面で 

今一つとされていた。 

メーカーのカタログでは、概ね遮断効率が、平均30～40％との事である。 
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他方今回計画している「横吹き出し」タイプでは、約75％の遮断効率が望めるとされている。 

この場合、侵入外気の遮断により庫内着霜量が減少し、除霜間隔が伸び、回数を減らせると 

共に、換気負荷が軽減され、冷凍機の消費電力を抑えることが可能になるので、既存設備の場 

合、同上カタログでは、侵入外気による負荷の約10～30％の削減が期待できるとされている。 

メーカーのカタログより、遮断時のイメージ図を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.4-1 エア・シャッター(メーカー名サーモ・シャッター)の比較イメージ図 

 

(ⅲ) 更新後の状況 

配置関係の詳細と、設置後の写真を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.4-2 各種外気遮断装置の配置関係 
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図4.4-3 防熱自動扉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.4-4 自動開閉高速シャッター 
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Ⅱ断熱効果の確認 

(ⅰ) 検討概要 

   ①玉ねぎ冷蔵・冷凍倉庫及び米低温貯蔵倉庫のエネルギー効率を高め、併せて使用化石燃料の 

削減を通じた二酸化炭素排出量の抑制を期し、合理的な範囲で断熱を強化する 

    ②関連工事内容及び仕様について下記する 

1.外壁からの熱負荷軽減の一助として、クラック部の補修を行い、弾性吹付塗料を施す 

2.既設スレート屋根に、折半屋根を設け、二重屋根とする 

3.折半屋根の半分部分程度に太陽光発電装置を設置、天井よりの侵入熱負荷を軽減する 

4.庫内の断熱強化を図る 

詳細仕様は以下のとおりである。 

 

表4.4-1 庫内の断熱仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ⅱ) 検討詳細 

  ①上記のデータ並びに下記の洲本市の年間気温の資料(出所:気象庁HPより入手したデータに、 

その他の必要な計算値を付け加えた)を参考に、推定した断熱効果について次葉以下に示す。 

 

 

表4.4-2 洲本市のH22年度の気象データ他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  当初の計画値では、費用の面から床面の断熱厚みを25tとしていたが、倉庫の改造担当業者の 

責任者から、手間は同じであり、材料費は廉価であるので、50tとするよう提案があった。 

追加費用分は先方で負担できる範囲にあるとの事であったので、申入れを受けさせて頂いてい 

る。この場合の年間推定削減電力量は概ね4,000kWh程度であり、電力量の削減金額としては80 

千円程度期待できる。 

尚当該項目の全体の削減効果は、主として「冷凍期間」の比重が高いので、前項4.3「玉ねぎ 

冷凍工程の見直し(含簡易CAの検討)」に加算し試算しているので、ここでは計上しない。

玉ねぎ倉庫 米倉庫 備　　　　考
断熱材仕様

天井面 100 80
壁　面 80 50

125 コンクリート再敷設
50 押し出しボード(B類3種)
2 防水シート1t×2枚

断熱材厚み(t)

ウレタン吹付

床　面 既設流用

洲本H22年 気温(℃) 該当期間 湿度(％) 該当期間 日照時間 平面換算日射量 相当外気温度

1 5.3 5.3 68 68 164.0 2.41 14.2
2 6.8 6.8 75 75 132.0 2.95 17.7
3 8.5 76 140.3 3.83
4 12.0 72 161.6 4.60
5 17.2 75 205.9 5.09
6 22.0 82 175.0 4.64
7 25.7 25.7 84 84 199.8 5.19 44.9
8 27.9 27.9 79 79 288.9 5.14 46.9
9 25.0 25.0 75 75 206.5 3.89 39.4

10 18.8 18.8 77 77 136.3 3.20 30.6
11 12.8 12.8 70 70 145.8 2.51 22.1
12 8.2 8.2 71 71 129.1 2.18 16.3

平　　均 16.3 75 2,085 3.80 29.0
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4.5 中央受電設備の見直し 
(受電キュービクルの用途先変更と不要トランス遮断による省エネ効果) 

(1) 事業の主旨 

低炭素むらづくり構想の推進に際し、自然エネルギーの有効的な活用と共に、既存の設備の機

能を再検討することで、業務の合理化を通じた営農活動の活性化が求められている。 

 

(2) 事業計画の背景 

昨年度の報告書『平成22年度 低炭素むらづくりモデル推進事業』「事業実施結果報告書添 

付資料 4.1-3 [中央受電設備の見直し]」で、当該案件に付、今後の課題と継続調査の必要 

性について記した。 

この資料では、一連の課題の解決と期待できる成果を報告する。 

 

(3) 改善前の詳細 

  ①トランスの用途先(使用先)に、いまだ不明な個所がある 

②トランスに対応するフィダーの盤面に設置されているNFブレーカーの名称が、改造履歴と対 

応していないため、不慮の事故が起こる可能性が認められる 

③冷蔵・冷凍庫の追加設備の受電元トランスの決定ができていない 

④不要トランスの遮断器(LBS)の操作確認ができていない 

⑤トランス負荷の特定が調査途上である 

 

(4) 改善後の詳細と削減効果 

①トランスの用途先を決定した 

 最初に、昨年度報告時点のキュービクルの最終姿図を、次ページに示す。 

 次いで、運用途中で発覚した、ライスセンターのシャッター動力の不具合を、今回工事で修 

正した最終姿図を示すと共に、併せて現在使用されていないNFを特定し、盤面の名称銘板を現 

状の使用状況に合わせて、更新した様子を写真で示す 

②今回設置したトランス一次側の遮断機器(LBS)を運用し、設備不使用時の無駄な電力を削減し 

ている状況を写真で示す。 

尚、運用には電気設備管理の資格が必要であるので、不用トランスの系統からの解列は、キュ

ービクルの定期点検時に、依頼している保守会社に委託している。費用は不要である。トラン

スの開放期間は、200kVAのトランスで年8ｶ月、75kVAのトランスは、原則として通年停止であ

る。 

③この間の期待削減量は、昨年度の報告書に詳細を記載しているように、年間4,240kWh程度と 

推定している。 

   本年度基準の関西電力の調整後CO2排出係数は0.265t/千kWhである。 

   削減推定年間電力量: 約4,000kWh 

      同上CO2推定削減量 : 4,000kWh×0.265t/千kWh≒1.1t/年  
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補記 

 

期待される改善効果とその評価に関する考察 

  

当該事業はモデル事業であり、当該地で得られた知見を、全国に発信することが求められている。 

 事業では、一方で農村地域に広く薄く賦存する自然エルギーを積極的に活用すると共に、低炭素 

化社会に向けて、併せて化石燃料の合理的な使用が求められると共に、他方では営農活動に起因 

して発生している、二酸化炭素の限りない削減が希求されている。 

ここでは、過去3年間を通じて取得したデータのうち、当該案件である「不用トランスの系統解 

列」を実施した場合、「全国レベル」で使用しているエネルギー及び発生している二酸化炭素を 

大幅に削減できるとの仮説に基づき、以下その期待できる削減量を試算する。 

 

(1) 目的 

ここでは、天日干しや個人用の乾燥機を使用した、個々の農家が独自で処理していると想定さ

れる籾処理を割愛し、全国の農協が処理していると想定される範囲で、今回の期待される削減

量を基に、全国レベルの削減量を演繹、試算推定する。 

 

(2) 削減量試算の方法(前提条件) 

①H23年度の当該事業での削減電力量とライスセンターの籾処理量を確定する 

②H23年度の全国の「水稲」の生産量を、農林水産省の「農林水産基本データ集」『農業生産に 

関する統計（2）』より確定する 

   ③全国農業協同組合連合会の「全農リポート2011」より、処理量の割合を推定する。 

但し「保守性の原則」に基づき、資料に曰く「JAでは全体の約46%、JA全農では約34%(H22年 

度)」(前掲資料P37)となっている値の、後者を援用する(経年の割合に、大きな変動はないも 

のとする)。後出⑥より、試算対象割合を40%と仮定する 

   ④農協での籾処理には、主として「低圧動力」で稼働している「ミニライスセンター」の存在 

も考えられるが、茲では「高圧電力」受電として試算する 

⑤全国各地のライスセンターの稼働時期は、収穫時の地域時差が認められるが、稼働期間は大 

差ないものとして、当該地に準じて処理する 

⑥高圧受電キュービクルのトランス保護は、短絡電流を遮断する限流ヒューズタイプ、負荷の 

遮断が可能なLBSタイプ、最新型の高圧真空電磁接触器・コンビネーション・ユニット等があ 

るが、ライスセンター設置時の経緯から勘案して、限流ヒューズタイプが主流と思われるので、 

更新費用等についてもコメントする 

   ⑦電力単価は20円/kWhとする 

⑧二酸化炭素の排出係数は、国のデフォルト値を援用、0.555t/千kWhとする 

 

(3) 削減量の試算 

①削減電力量は、前述の試算より4,000kWh/年(端数処理をした)、年間の籾処理量は500t 

②H23年度の全国の「水稲」の生産量は、『農業生産に関する統計（2）』より、840万t 

   ③JA全農の処理量を約34%とした場合、試算対象処理量は285万t 

    ④CO2発生量の電力量変換係数は、ここでは全国に演繹した試算であるので、デフォルト値の 

0.555t/千kWhを使用する 

⑤上記より 

削減期待電力量  2,850,000/年÷500t/年×4,000kWh/年×0.4＝9,120千kWh/年 

削減期待電力料金 9,120千kWh/年×20円/kWh＝182,400千円/年 

削減期待CO2発生量 9,120千kWh/年×0.555t/千kWh≒5,000t/年 

コメント 

高圧受電キュービクルのトランス保護として、従来主として使用されていた短絡電流を遮断 

する限流ヒューズタイプは、負荷がある場合回路の遮断は出来ない。LBSに更新する必要があ 

る。この場合の費用は、工事費を含めトランス1台で概ね150千円程度必要となるので、更新 

時に対応することが好ましい。 
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(4) 当該試算方案の脆弱性と今後の課題 

上記の試算は、当該地のデータを全国レベルに演繹しており、その推定の妥当性に関しては、 

サンプリング手法に大きな問題が認められる(前年度の報告書P9参照。以下再掲)。 

通常、それの属する母集団に対して求められる信頼性に於いて、統計理論でサンプルの分布 

が正規分布になると仮定した場合、標準偏差と求められる信頼性の程度からして、90%の信頼 

度を得るには、下記資料によれば少なくとも25件のデータが必要とされている。 

即ち、サンプリング調査より求められる信頼性については、財務報告書監査時のガイドライ 
ン「財務報告に係わる内部統制の評価の実施基準」『Ⅲ 財務報告に係わる内部統制の監査』 
に曰く要旨、「外部監査人が運用テストを実施する際に、例えば日常反復継続する取引につ 
いて、統計上の正規分布を前提とすると、90％の信頼性を得るには、評価対象となる統制上 
の要点毎に少なくとも 25 件のサンプルが必要になる」。 
試算精度を確保するためにも、兵庫県下のJAの実態調査が好ましいと想定される。  

 

追記 

 同様のことは、「籾殻乾燥用バーナー」の「空気比」についても該当する。 

効率確認のための残留酸素濃度の確認を、今季運用時に調査予定である。 
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4.6 太陽光発電装置設置検討  
(1) 事業の主旨 

農村地域では、多様な自然エネルギーが豊富に賦存するものの地域に広く分散しており、ま 

た、農村地域においてエネルギーを利用する者は、エネルギーの利用形態が多様で地域に広 

く分散しているため、これまで農村地域の自然エネルギーは、エネルギーを利用する者に効 

率的に結びつけられておらず、また有効に利活用されていない現状がある。 

農村地域において、自然エネルギーを効率的に供給することなどを通じて、温室効果ガス削 

減に資する農業農村整備のモデル的な取り組みを推進していく事が求められている。 

低炭素むらづくり構想の推進に際し、今回の太陽光発電装置を設置することで、自然エネル 

ギーの有効的な活用を促進し、併せて施設を利用する組合員にその価値を宣伝・啓蒙するこ 

とを通じて、地域の活性化に資することを目論む。 

 

(2) 事業計画 

池田選果場に付帯している常温農業倉庫を冷蔵・冷凍倉庫に改造し、その屋根に太陽光発電 

装置を設置すると共に、発電状況をつぶさに確認できる、瞬時タイプの液晶型ディスプレー 

を農産物の納品場付近に設け、組合員への「低炭素むらづくり啓蒙活動」の一助とする。 

 

(3) 経緯 

①協議会の当初の計画では、10kWの設備を設置、予算費用は16,500千円程度としていた 

②その後、洲本低炭素むらづくり協議会関係者の調査で、設置費用の低減化が進行しているこ 

とが判明した。かかる流れを勘案し、協議会内部で試算した結果、予算内で設備容量の見直 

しが可能と判断、当初計画を再検討して10kWから18.5kWに容量を変更した 

   ③当初は次年度の実施計画であったが、諸般の事情で当年度に繰り上げ実施する事となった 

   ④納期完了時期まで時間がなく、当初検討しようとしていた高効率パネルは、震災後の再生可 

能エネルギー促進の流れもあり、品薄となっており入手できず、標準品対応となったため、 

単位当たり発電量は、最新の機種に比べて決して満足できるものではない(塩害対策製品)。 

    メーカーの年間予想発電量と従来報告書で試算した発電量に違算が生じているのは、準拠し 

ている公開データの出所が異なる若しくは設置角並びに方位の誤差と想定されるが、双方推定

の域を出ないものであり、且つ大差はないので茲ではこれ以上の吟味はしない(含、後出に追

加している「断熱効果」検討資料)。 

但し、発電量W当たりの対コストパーフォーマンでは、非常に効率が良い(後出データ参照) 

   ⑤上記②を受け、今回の競合見積もりには、太陽光発電装置を扱かっている従来の農機具メー 

カーのほかに、太陽光発電装置の専用メーカーに参加を要請し、費用の低減を目論んだ 

   ⑥国の再生可能エネルギーに関する新施策[「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達 

に関する特別措置法(通常『固定買取制度』と簡略)」]が、2012年7月に実施されるとの情報 

を入手した。 

但し、詳細は5月末まで不明とのことであったので、当該施策を適用するため、一次側系統連 

携用昇圧トランス(省エネ基準トップランナー高効率型、連携用昇圧電圧切替タップ内臓タイ 

プ)の仮設置の段階で一旦工事を完了し、系統連系は詳細判明後、独自の費用で実施すること 

とした 

   ⑦池田選果場に設置されている計測表示システムは、メーカー仕様の表示のみではなく、農協 

本店よりイントラネットを介して、任意にアクセスできること、併せて農協のイベント等を 

自由に追加表示できるシステムにした 

 

(4) 設置後の状況(期待される効果と留意点) 

①当初の計画では、10kWの設備を設置、年間期待発電量をH21年度の報告書で、11,400kWh/年程 

度と試算していた 

②今回容量が18.5kWになっているので、年間発電量は増えている。 

 メーカー試算では19,400kWh/年強としている(後出のメーカーデータ参照)。 

  後述の太陽光発電装置設置による削減量は、当該項目を加味した場合、誤差の範囲と考えら 

れるので、ここでは調整しない。 

 容量の増加分に比例していないのは、メーカーの推奨するシステムの総合効率が、当初の計画 

値を下回るためと推定される。 
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   本年度基準の関西電力の調整後CO2排出係数は0.265t/千kWhである。 

   推定年間期待発電電力量: 約19,400kWh(メーカー試算) 

     同上CO2推定削減量 :  19,400kWh×0.265t/千kWh≒5.1t/年  

③固定買取制度による買い取り価格は42円/kWh、設備容量10kW以上の場合の買い取り期間は20 

年(調達価格等算定委員会答申意見)、法定耐用年数17年である。 

この場合の当該事業の経済収支は 

 19,400kWh/年×42円/kWh≒810千円/年 

と想定される。系統連系追加工事費を加味した場合でも、凡そ11年程度の回収期間である。 

 (後出費用データ参照) 

 (5) メインテナンスと「管理標準」の作成 

「エネルギーの使用の合理化に関する法律(所謂「省エネ法」)」では、事業所の大小に拘わ 

らず、エネルギーを使用するすべての事業者に、「合理的なエネルギー管理」に留意を払う 

よう要請している。原油換算で一定以上の使用量のある大手事業者の場合は、法的な規制を受 

けており、法律からの逸脱が認められる場合は、罰則規定が適用されている。 

他方、規制の枠に入らない中小の事業者の場合は、エネルギー管理が十分とは言い難く、「低 

炭素化社会」への移行に際して、その対策が大きな課題になっている。 

特に、今回設置されている太陽光発電装置は、パワー・コンディショナーの換気ファンを除け 

ば可動部分がない為、通常トラブルの少ないメインテナンス・フリーの機器であるとのイメー 

ジから、設置後殆どメインテナンスを受けることもなく放置されている。 

然るに、関係者の調査では、過去に少なからずの問題を惹起してきたことが、明らかになっ 

ている。下記にその経緯を示す。 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(通称NEDO)は、太陽光発電の民間ネット 

ワーク組織である、NPO法人（特定非営利活動法人）太陽光発電所ネットワーク(略称PVネッ 

ト)と共同で、過去に設置された家庭用太陽光発電装置の不具合の実態調査を行い、2009年6 

月に日本科学未来館で開催された「第5回太陽光発電研究センター成果報告会」のポスター・ 

セッションで，「住宅用PVシステムの保守の実態－PVはメインテナンス・フリーなのか？－」 

と題して報告している。 

要旨は以下のとおりである(茲では翌年度の調査もまとめて併記する)。 

ⅰ 257件の住宅用太陽電池システムの保守履歴や発電性能を調査、その結果，10年以内に太 

陽電池モジュールの一部あるいは全部を交換したのが34件（13％），10年以内にパ 

ワー・コンディショナの部品あるいは全部を交換したのが43件（17％）だった 

  ⅱ 翌年度483台を調査、このうち14％に当たる69台が発電量の著しい低下などによって10 

年以内に交換した。11年目以降に交換したものも5台あった 

PVネットのデータの主たるトラブルの概要を、次葉に示す。 

 

これらの事実は、太陽電池は環境に優しく、「メインテナンス不要」と宣伝されることが多い

が、売り文句と現場の実態が乖離していることを示している。 

今回の固定買取制度では、回収期間は概ね10～15年に短縮できるとされている。 

先に、当該事業の回収期間を約11年と試算したが、しかるにこの推論では、投資を回収するま

で、太陽光発電装置が「壊れない」ことを前提にしている。 

報告者は一般社団法人省エネルギーセンターの工場・事業所の省エネ診断で、太陽光発電装置 

の設置されている、少なからずの事業所を訪れているが、前述の指摘の様に、問題が多々散見 

している事を確認している。 

東生駒のコミュニティセンターの場合は、パネルの剥離が生じ、全面交換を余儀なくされて 

いた。阪神地区の環境リサイクルセンターでは、6台設置されているパワー・コンディショナ 

ーの内、3台が不良で運転を停止中である。又、稼働していると想定される民間の事業所も、 

既に設置後10年を経過しており、其間に担当者の移動もあり、後任者からは「『太陽光発電 

装置』が設置されている事は知っているが、内容はよくわかりません」との話を拝聞している。 

他方、隣接の自治体で大規模設置となっている処は、発電量が非常に大きいこともあり、外部 

のメインテナンス専門メーカーに委託していた。 

国はこのような事情を勘案し、昨年度4月に、国の補助金を活用して設置された太陽光発電装 

置の設置者に対し、メインテナンスを含めた運用方案の再見直しを指示している。 

いずれにしても、1ｶ月の全面的な不具合で、当該案件の場合、凡そ7万円程度の機会利益の逸 



89 
 

失につながり、その間の二酸化炭素排出量の削減も滞ることになる。 

しかるに、機器の不具合チェックは、何ら難しい操作も不要で、基本的に月1回確実に発電量 

を確認するということの継続で、対処できることが殆どである。 

問題は、担当者を決め、毎月継続的に確認するということが、組織的に、継続的に遂行できる 

かどうかにかかっている。 

太陽光発電装置は、自然のエネルギーを有効利用しているので、ともすればその時の気象状 

況に左右されがちであるが、過去の経緯から推し量った場合、概ね年間の発電量に大きな差 

異は認めにくい。但し月間の発電量については、過去数年間のデータで比較することが好まし

い。後出のメーカーの「想定発電量」のデータから、大きく逸脱しなければ、特段問題はない

ものとして考えてよい。当該案件の場合、 

ⅰパワー・コンディショナーが3台設置されているので、1台に不具合が生じた場合は、その 

発生時期にもよるが、概ね発電量は2/3前後に低下する 

ⅱトレンドとして数か月に渡り、想定発電量を下回る場合は、パネル関係のトラブルが想起

される 

かかる意味からも、管理標準を作成、対応するのが好ましい。 

 

次葉以下に、上記を補完する具体的なデータを時系列に、併せて今回作成した太陽光発電装置 

の管理標準(ドラフト)を当該項目の末葉に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.6-1 太陽光発電装置の不具合内容(PVネットHPより) 
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図4.6-10 設置メーカーによる年間想定発電量 
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表4.6-3 太陽光発電装置「管理標準(ドラフト)」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.目的

3.期待される効果

1.太陽電池モジュール(屋上パネル)
①

2.パワーコンディショナー(含昇圧トランス)
①
②

3.ディスプレー
①
②

1.ディスプレー
①
②

1.太陽電池モジュール(屋上パネル)
①

②

2.パワーコンディショナー
①

②
③10年保障である

3.ディスプレー
①
②
③

4.日射計、温度計、昇圧トランス等の補器
①

②

1.太陽電池モジュール(屋上パネル)
① 更新・増設時は、高効率パネルを検討する

2.昇圧トランス
① 現行の容量は30kVAである。増設時には容量に注意する必要がある

実施年月日
制定年月日

Ⅰ-2(5-2)④イ

メーカー仕様書番号
396111022911-1/S

メーカー仕様書番号
DSP1104007
TB-B1202A093

休日及び夜間は電源を落とす
最適な輝度に調整する

②設定温
度は38℃
とする

メーカー納入仕様書
「データ収集装置(計測
装置/日射計)

メーカー納入仕様書
「データ収集装置」
LC-26V5

月1回
保
守
点
検

月に一度、月間発電量を確認する
年に一度、年間発電量を確認する

育苗センターのあたりから、パネルの状況を確認する
Ⅰ-2(4-1)③

Ⅰ-2(5-2)③

Ⅰ-2(6-2)③ア
及びウ

月1回

Ⅰ-2(4-1)③
Ⅰ-2(5-2)③

月1回
2ｶ月1回

10年保障である

Ⅰ-2(5-2)①キ

計
測
記
録

Ⅰ-2(4-1)②

メーカー
想定

発電量

年に数回
及び随時

換気ファンが設置されている。通常は特段の運転管理は不要である
中央受変電室の換気は、サーモによる自動発停とする

頁：　　　　1/1

  このエネルギー管理標準は、エネルギーの使用の合理化に関する法律第４条並びに告示「判断基準」に基づき、運転管理、計
  測記録,保守点検、新設措置を適切に行い、エネルギーの使用の合理化を図ることを目的とする

内　　　　　　　　　　　　　　容

Ⅰ-2(4-1)①ア

  当該事業所に設置された標記件(池田撰果場/農業倉庫屋上)に適用する

　太陽光発電装置の適切な運転・保守に拠る、合理的な自然エネルギーの有効利用並びに自然エネルギーの組合員への啓蒙
  活動の良好な環境の維持

判断
基準番号

管理基準
項
目

参照
マニュアル

メーカー仕様書番号
TMVF11515屋根上に設置されているので、通常は特段の運転管理は不要であ

運
転
管
理

Ⅰ-2(6-2)①ウ

改
定
履
歴

照
査

改定年月日

承
認

[覚書]国は、当該案件の重要性を認識した処であり、
現行の法律に基づく「告示」(66号/H21/03)では規定
されていない。茲では類似判断基準を準用しているの
で、統一性は問わないものとしている

改　定　内　容 作　　成 承　　認

作
成

農協の案内等、期日の過ぎたものは速やかに消去する

ディスプレーに表示される温度、日射量の値が不自然でないか確認
する

エネルギーの使用の合理
化に関する法律に基づく
エネルギー管理標準

「太陽光発電装置」
管理標準(ドラフト)

新
設
措
置

昇圧トランスは保安協会に点検を委託する

特に、台風・豪雨・降雪の後は、確認が好ましい

パネルを開け、換気ファンの運転状況を確認すると共に、フィルターを
清掃し異物を取り除く
盤内の表示器に異常のないことを確認する

画面の清掃を行う
異常表示を確認する

整理番号：IPV01

改訂：

2.適用範囲
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補記 

 

太陽光パネル設置による、冷蔵・冷凍倉庫の断熱効果の検討 

 

当該案件に関し、H21年度の報告書で、年間の削減電力量を720kWhと推定している。 

その時点では、詳細な仕様は不詳であったので、改修工事に予定されている天井断熱材(ウレタン)

の厚みを、米低温倉庫80mm、たまねぎ冷凍倉庫100mm、計算上平均90mm、現行のスレート屋根は6.3mm

厚、太陽光発電装置の容量10kW、設置面積を200㎡と仮定し試算した。 

その後の仕様では、現行のスレートの経年劣化を斟酌した場合、上屋根を載せる必要があること、

太陽光発電装置の容量は、昨今の設備費の低廉化を勘案した場合、20kW程度まで可能であるとのこ

とで、最終的には18.5kW、設置面積135㎡となっている。 

当初は断熱効果を高めるため、設置面積の稼げるアモルファス型のモジュールで試算していた。今

回上屋根を設置することで、二重屋根として大幅に断熱効果が高まるので、多結晶シリコン型のモ

ジュールに変更したため、設置面積が減少している。 

改修用上屋根は、板厚0.8tの鋼板に4tの絶縁材料(0.036W/m・k)が裏貼りされており、既設スレー

トの間に平均40mmの空間が確保されている。 

前回は、メーカーの実証試験及び大学の研究データを援用して試算したが、茲では「相当外気温」

の概念を援用、下記に試算する。 

 

①最初に、「太陽光発電装置」が設置されている場合とされていない場合の、熱還流率U値[W/(㎡・

K)](侵入熱量の計算係数)を推定する。 

 

表4.6-4 熱還流率U値[W/(㎡・K)]試算表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②次いで、次ページに、洲本市の直近1年間の外気温、屋根斜面の日射量[kWh/㎡/日]、外気温と

屋根斜面の日射量に影響を受ける、屋根の推定「相当外気温」、及び太陽光発電装置の有無に

関する時間当たりの侵入熱量を一覧表で示す。 

「相当外気温」の試算は、屋根斜面の日射量[kWh/㎡/日]の屋根への影響効果を未設置の時7.5

割(反射等勘案)、設置の場合2割(設置されていない屋根部分からの太陽光パネル下面への対流

等を加味した)、年平均10時間/日の日照時間と推定、茲で時間当たりの熱量を設定、冷蔵・冷

凍時の熱抵抗で除した値に、外気温を加算し推定した 

③太陽光発電装置がある場合とない場合の、玉ねぎ冷凍庫と米冷蔵倉庫に分けて、この時の時間

当たりの侵入熱量に、それぞれの倉庫の稼働時間を乗じた期間侵入熱量を、今回新設した冷凍

機の推定平均成績係数2.05/COP(別項「玉ねぎの冷凍保管の検討」より)で除した値の差を、年

間の推定削減差異として試算する。 

   ((409－245)W÷1,000/kW×8ｶ月＋(360－162)W÷1,000/kW×6ｶ月))×30日×24時間 

÷2.05/COP＝878kWh/年 

  

 

 

 

 

 

 

構成区画 室内 天井断熱材 石膏ボード 空気層 スレート 空気層
条件(仕様) 9W 0.1/0.02 0.006/0.17 0.04 0.006/0.21 0.04

無 0.11111 5.00000 0.03529 0.04000 0.02857 0.04000
有 0.11111 5.00000 0.03529 0.04000 0.02857 0.04000
裏張断熱 新設屋根 空気層 熱還流率U値

0.004/0.036 0.0008/45 0.04 W/(㎡・K)

0.11111 0.00002 0.06250 0.184 5.42861
0.11111 0.00002 0.04000 0.06250 0.183 5.46861

熱抵抗
外気(年平
均) 23W
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表4.6-5 相当外気温と時間当たり推定削減量試算表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋根面積 67.5 ㎡(冷凍及び冷蔵倉庫を二分)
年平均推定外側表面熱伝達率(加熱時30W、加冷時16W) 16 W 熱伝達率
未設置日射吸収率 0.75 0.2 室内天井面 9 W/㎡K
同上熱貫流率 0.184 W/㎡・K 0.183 W/㎡・K 中間空気層 0.04 ㎡K/W
室内温度(℃) 冷房 0.5 暖房 15 新設屋根 45 W/mK(0.8mm)
日射量積算時間 10 時間 石膏ボード 0.17 W/mK(6mm)

スレート 0.21 W/mK(6mm)

4 12.6 4.76 34.9 18.5
5 17.9 5.05 41.6 330 24.2 114
6 22.1 4.54 43.4 353 27.8 158
7 25.4 5.10 49.3 607 427 31.8 386 207
8 26.9 5.22 51.3 632 452 33.4 406 227
9 23.6 4.12 42.9 527 347 28.8 349 170

10 18.3 3.62 35.3 432 252 22.8 276 97
11 14.7 3.05 29.0 354 18.5 222
12 7.6 2.79 20.7 251 11.1 131
1 4.8 3.01 18.9 229 8.6 100
2 3.8 3.44 19.9 242 8.1 94
3 8.0 4.19 27.6 13.2

409 360 245 162
[注]出所: 全国801地点の月平均日積算斜面日射量データ

（財）日本気象協会
及び同上「気象統計情報」より

設置後

洲本市
H23/24

気温(℃)
屋根斜面
日射量

kWh/㎡/日

太陽光発電装置(無) 太陽光発電装置(有)

相当外
気温(℃)

冷凍庫冷
房負荷(W)

冷蔵庫冷房
負荷(W)

相当外
気温(℃)

冷凍庫冷房
負荷(W)

冷蔵庫冷
房負荷(W)

時間平均(W)

2000年3月
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5 更新設備の実績確認 
  

事業の主旨と当該事業所に於ける今後の課題 

『低炭素むらづくりの手引書 改定(案）H22年度低炭素むらづくりモデル推進事業』では、そ 

の4.3「低炭素村づくりに向けた排出削減対策の立案」並びに4.4「導入実施とフォローアップ 

(削減量の特定と計画の修正等)」の項で、事業を通じた削減量の測定確認のみならず、「生産 

物の高付加価値化、地域活性化、売電・排出量販売等」をも視野に入れて事業を展開すること 

を求めており、その一助として定量的な効果の算出試算方案を紹介している。 

前述の「削減量の測定確認」に関しては、当該事業では本年度、昨年度更新工事を実施した、 

「ライスセンター」及び「中央受電設備」の更新事業がその対象となるが、対投資効果を主眼 

に置いた経済的評価については、提示されている一連のかかる手法の当該事業に対する適用の 

妥当性に関して、更なる検討の余地が残されていると思われるので、ここでは次年度以降の課 

題として保留する。 

 
5.1 ライスセンター更新工事 

(1) 削減量の推定と試算 

ライスセンターでは、設備稼働用の電力並びに生籾の乾燥促進に灯油を使用している。 

設備全体としては省エネルギーになっているが、他方で袋詰め作業の合理化を計るため、パレ 

タイザーと自動袋詰器を新規導入しているので、一部で増エネになっている。 

ここでは電力と灯油に分けて、削減量を推定し、併せてここから二酸化炭素の排出削減量を試 

算する。 

本来は削減量を確定できなければならないが、設備の運用が計画通り進まなかったこと及び設 

置した電力計測センサーに、測定期間途中で正しく作動していない時期が生じていることを背 

景に、本年度は遺憾乍削減量「確定」の域に達していない。 

尚、電力センサーの誤動作については、調査依頼済みである。 

併せて次年度以降の設備の運用に柔軟に対応できるよう、電力計測センサーの配置変更を計画 

している。 

Ⅰ生産処理量とエネルギーの使用量の概要 

 最初に過去三年間の相関データを下記に示す(H23年度は設備更新後のデータ)。 

 

表5.1-1 取扱量と関連データ 

 

 

 

 

 

 

  因みに、昨年度の報告書「平成22年度 低炭素むらづくりモデル推進事業『事業実施結果報告 

 書添付資料』」(p112)では、約100千kWh程度の削減量を推定している。 

Ⅱ削減電力量の推定 

過去三年間の取扱量に大きな差異は認められない。 

削減量は、当該事業の調査を開始した基準年のH21年度と設備更新後のH23年度の比較で求める。 

H22年度は経過年である。電力使用量が大幅に低下しているのは、一連の調査中にメーカーの 

メインテナンス不具合を指摘、急遽改善作業を実施したことによる。 

本来、前掲資料で推定している削減量が期待されるべきであるが、現時点では36千kWh/年程度 

の未達になっている点について下記する。 

計画時点では、新設された高効率の乾燥機が終日効率よく運用されることが前提になっている 

が、昨年度のその稼働率は低い。但し既設の設備は1基当たりの容量が倍あり、同種の銘柄の 

場合は、使い勝手が良いことも事実である。 

もとより経営に於いては、事業所全体の費用削減を勘案した中で、ライスセンターを稼働させ 

ている。限られた要員で運転されているため、人員配置の面から、導入された設備が必ずしも

効率的に運用されているわけではない。 

従って搬入時期によっては生籾の滞留が生じ、今回は既設の設備を一定期間別途稼働させてい

H21年度 H22年度 H23年度
取扱籾摺(t) 470 458 487

灯油支払金額(\) 128,000 246,000 766,179
電力使用量(kWh) 139,743 102,493 75,826
　[注]電力は電力会社の推定按分データを援用
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るため、エネルギー削減量及び二酸化炭素排出量の削減に少なからずの影響を与えている。 

下記にデータで示す。 

 

表5.1-2 ライスセンター稼働時の池田撰果場の電力測定データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上掲の比較用の二表は、今回の事業で設置した電力計測器から入手したデータである。 

年月日 時 Wh(PL01) 受信回数 温度
2011/9/25 16 83700 188 25
2011/9/25 17 88700 190 25
2011/9/25 18 126700 190 25
2011/9/25 19 113700 190 25
2011/9/25 20 88800 188 24
2011/9/25 21 110100 190 24

2011/9/25 22 86300 184 24
2011/10/5 6 76200 190 19
2011/10/5 7 71300 188 19
2011/10/5 8 100600 188 21
2011/10/5 9 105300 190 24
2011/10/5 10 116800 188 25
2011/10/5 11 110300 188 26
2011/10/5 12 113100 186 26
2011/10/5 13 96500 190 26
2011/10/5 14 95400 190 26
2011/10/5 15 90700 192 26
2011/10/5 16 96300 190 24
2011/10/5 17 76900 186 23
2011/10/5 18 46900 188 22
2011/10/5 19 46200 186 22
2011/10/5 20 44600 187 22
2011/10/5 21 49700 193 22
2011/10/5 22 39600 188 22
2011/10/5 23 40900 186 21

年月日 時 Wh(PL01) 受信回数 温度
2011/9/17 18 18300 194 27
2011/9/17 19 16200 190 27
2011/9/17 20 19000 188 27
2011/9/17 21 16700 188 27
2011/9/17 22 18700 192 27
2011/9/17 23 17700 188 27
2011/9/18 0 17700 194 27
2011/9/18 1 16700 186 26
2011/9/18 2 17200 190 26
2011/9/18 3 14100 190 26
2011/9/18 4 13800 188 26
2011/9/18 5 13800 188 26
2011/9/18 6 14600 190 26
2011/9/18 7 8000 192 27
2011/9/18 8 25800 190 27
2011/9/18 9 27600 186 25
2011/9/18 10 21600 190 25
2011/9/18 11 34400 190 26
2011/9/18 12 26800 186 28
2011/9/18 13 28200 192 28
2011/9/18 14 23800 192 28
2011/9/18 15 25300 186 28
2011/9/18 16 29600 186 29
2011/9/18 17 29900 186 28
2011/9/18 18 26300 182 28
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ライスセンター稼働時のWH(PL01)の電力量に、大きな差異が認められる。 

このことは、下表の赤でマーキングした間、既設の貯留瓶関係の機器が稼働していることを暗 

示している。 

 

前述の昨年度の『報告書』から、当該関係のデータを再掲する。 

 

表5.1-3 ライスセンター乾燥関係削減量推定試算表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前掲表5.1-2「ライスセンター稼働時の池田撰果場の電力測定データ」より、更新後は稼働さ

せないとしていた貯留瓶関係の送風機が11日間程度稼働しているので、20千kWh程度の削減量

未達要因と考えられる。 

更に、前述の様に効率の良い更新後の乾燥機を優先的に使用することで、一層の削減が期待で

きる。 

次いで、今回設置したライスセンターの更新後の電力測定データを示す。 

 

表5.1-4 H23年度ライスセンター電力測定データ(除貯留瓶送風機関係) 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

今回の実際の電力使用量は、上記の赤枠＋黄枠＋前述の送風機の20千kWh≒68千kWh程度と推 

定される(因みに、電力会社の推定按分値は、前掲表5.1-1「取扱量と関連データ」より凡そ76 

千kWhである)。当初計画通り新設設備で対応できる場合、上記の表5.1-3「ライスセンター乾 

燥関係削減量推定試算表」より、同量の処理に換算した場合の能力は倍半分であるので、合計 

で42千kWh程度との推量が可能である。この場合H21年基準年度からの電力削減量は98千kWh程 

度と想定でき、昨年度の『報告書』で試算した99千kWhと概ね符合する。 

参考まで、この場合本年度と比較して、金額換算で680千円の削減に相当する。 

次年度の運用の見直しに一考の余地が認められる。 

 電力削減量:(139,743－68,000)kWh≒71,700kWh/年 

 二酸化炭素排出削減量: 71,700kWh×0.265t/千kWh≒19.0t/年 

Ⅲ灯油使用量の推定 

従来の平均使用量は、前掲表 3.1-3「境界内 CO2推定排出量(含換算値)総括表」より 3kL であ 

る。従前は設備の経年劣化による不安定さもあり、夜間無人時のボイラー乾燥は使用せず、送 
風モードで対応していたので、ボイラーによる加熱乾燥は昼間時に限られており、灯油の使用 
量が少ない分低効率であった。 

用途先機器 送風ファン 排塵ファン
機器定格 55kW 5.5kW*4台 更新前(20t) 更新後(10t)
時間電力量 49.5 28 16.6 4.7
稼動時間 1,080 1,080 1,500 1,250
期間電力量 53,460 30,240 24,900 5,875
更新前電力量
更新後電力量 5,875
削減量(kWh) 102,725

乾燥機/台

108,600

測定単位(W) 測01(主操作盤A電源) 測02(主操作盤A電源) 測03(籾摺操作盤) 測04(既設乾燥機LDR)
Feb-11 0 0 0 0
Mar-11 9,090 1,790 440 180
Apr-11 0 120 0 60
May-11 0 0 0 0
Jun-11 0 0 0 0
Jul-11 35,730 47,930 0 0

Aug-11 0 0 0 0
Sep-11 2,688,390 7,994,180 9,685,310 9,917,520
Oct-11 1,487,940 4,732,110 7,238,420 3,895,470
Nov-11 326,660 239,940 223,480 80,790
Dec-11 0 0 0 0

小計(kW) 4,548 13,016 17,148 13,894
新設小計(kW) 34,712
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更新設備は、原則として終日対応としているので、その分灯油の使用量は増加している。当年 
度の購入量は 6kL であるが、一部タンクに残っており、全体の使用量は 4.5kL との報告を受 
けている。 
従って、本年度の二酸化炭素排出削減量は 
(3－4.5)kL×36.7GJ/kL(高位発熱量)×0.0185t-C/GJ (炭素排出量換算係数) 

×44/12(炭素→二酸化炭素換算係数)≒▲3.7t/年 

 
5.2 中央受電設備の見直し 

前述の 4.5「中央受電設備の見直し」より、 
削減推定年間電力量: 約4,000kWh/年 

二酸化炭素推定削減量 : 4,000kWh×0.265t/千 kWh≒1.1t/年 

 

5.3 実績確認総括表 
 

表5.3-1 H23年度二酸化炭素排出量削減総括表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用量(kWh) CO2(t) 使用量(kL) CO2(t)

ライスセンター 71,700 19.0 -1.5 -3.7
中央変電所 4,000 1.1

小　　計 75,700 20.1 -1.5 -3.7
t

電　　　力 灯　　　油
H23年度

二酸化炭素排出削減量合計 16.3
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6 其の他の事業 
6.1 営農活動に於けるｅ－案山子プロジェクトの検討 
(1) 事業の主旨 

  当該事業の前掲『手引書』では、既に触れている様に「農村地域において、自然エネルギーを効 

率的に供給することなどを通じて、温室効果ガス削減に資する農業農村整備のモデル的な取り組 

みを推進していく事」と併せて、「生産物の高付加価値化、地域活性化、売電・排出量販売等」 

をも視野に入れて、事業を展開することが求められている。 

他方、2008年7月には「農商工等連携促進法」が施工されており、ここでは「地域の基幹産業の 

一つである農業(農林水産省所管)と、商工業(経済産業省所管)が、有機的に連携し、新たなビ 

ジネスを生み出すことで、地域の活性化を計ること」が期待されている。 

当該事業は、現時点では双方の連携による、ニュー・ビジネスの創出までは意図されていないが、 

商工業資本で活用されているセンシング技術、センサー情報のフィード・バック手法を営農に援 

用する事で、科学的な営農活動を可能とし、品質及び生産性の向上並びに所謂農業の3Kの負担を 

軽減し、しいては若者の農業離れの歯止めに資すると共に、「農家の後継者問題」の解決にささ 

やかながらでも寄与できるのか、その可否について調査・検討する。 

 

(2) 事業の背景と経緯 

彼我の農業に於ける物理的並びに生産様式等の状況は大きく異なるが、農業先進国とされている 

オランダと日本では、特定の生産物の場合、一般的に後者の単位当たりの収穫量は、前者の数分 

の一と大きく劣るとされている。 

下記に、当該モデル事業全体のソフト面の指導的立場にある、三総研の関係する講習会で配布さ

れた資料より、その一部を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6.1-1 両国の生産性の相違 

(出所:「低炭素施設園芸を拓く、農業日本一田原の挑戦」豊橋技術科学大学 先端農業・ 

バイオリサーチセンター 三枝 正彦特任教授講演資料、於「低炭素施設園芸セミナー 

H24年2月22日)」(以下資料Aと呼ぶ) 

 

次いで、かかる状況に至った要因説明として、別途資料 三重大学大学院生物資源学研究科 亀岡  

孝治教授「食・農分野におけるICTの利活用」(以下資料Bと呼ぶ)より、一つの見解を紹介する。
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図6.1-2 考えられる一つの要因説明図 

 

いずれにしても、現状の日本の特定生産物の生産性は低い。このことは若者の農業離れ、即ち「農 

家の後継者問題」に直結している背景の一因を構成している可能性が高いと想定される。 

なぜなら、この生産性の違いが、オランダの施設園芸のパートタイム労働者の時給2,000～2,500 

円に対し、同じく日本の施設園芸での時給700～1,000円、比較は難しいが稲作農家(サラリーマ 

ンの片手間農業が可能)の時給256円[農林省統計情報部:2006年](前述資料Aより)に収斂してい 

るとの推定は、国の地域別最低賃金(2009年時点)の全国加重平均が713円(同前掲資料)であるこ 

とを斟酌した場合、あながち飛躍があるとも思えない。 

他方で前掲資料Bに拠れば、当面の競合相手であるアジアの中国並びに韓国の追い上げも、厳し 

いものがあるとしている。 

かかる状況の中、双方の資料では今後の日本の対応策として、一重にオランダを手本とし、かか 

る手法を日本風にアレンジした、ICT(下記注参照)を活用する科学的で合理的な、若者にとって 

魅力的な営農活動の展開が望ましいとしている。 

資料Bより下記に、その主旨をビジュアル風に紹介する。 

[注]ICTとは、Information and Communication Technologyの略称 

  情報(information)や通信(communication)に関する技術の総称。日本では同様の言葉として 

IT(Information Technology：情報技術)の方が普及しているが、国際的にはICTの方が通り

がよいといわれている。
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図6.1-3 ICT(IT)を活用した将来の農業のイメージ図(参考例)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6.1-4 栽培暦⇒電子カルテ??(e-栽培暦)のイメージ図(参考例)  
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図6.1-5 考えられるセンシング(計測)対象イメージ図(参考例) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6.1-6 一つのビジネスモデルのイメージ図(参考例)
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(3) 事業計画 

かかる背景を斟酌し、今回のプロジェクトに於いて、営農関係のセンシング技術とそのデータ活 

用に関しての当面の知見を得ることを目論み、当該地の主たる農産物である「米」と「玉ねぎ」 

の栽培について、かかる手法の適合性についてのパイロット調査を試みた。 

商業部門に於ける、一種のアンテナショップに類似する試行である。 

下記に一連の流れを示す(但し、全体像の把握を容易にするため、一部時系列的な説明から外れ 

ている箇所がある)。 

 

Ⅰ行政のサポート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6.1-7 洲本市の営農支援 
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     Ⅱ洲本低炭素むらづくり協議会の事業計画の策定 
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Ⅲシステム提案者の対応 
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(4) まとめ(本年度の中間報告) 

本年度の経過は以下のとおりである。 

今期は夏季の稲作に続き、冬季の玉ねぎ圃場のデータも取得しているが、詳細な検討は今後の課 

題となる。 

システム提案者と共同調査したJA淡路日の出農協・経済部営農相談の責任者上谷課長の報告書 

を次葉以下に紹介する(但し報告書で使用されている挿入図等は、一部前述の計画書と重複する)。 

 

(5) その他 

当該システムについては、提案者も今後の展望に関し、腰が定まっていない。 

類似システムに関しては、少なからずの事業者が展開しているので、今回の連携で効率が悪いよ 

うであれば、次年度以降の事業者に関し、見直しも一考の余地が残される。 
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6.2 省エネナビによる電力モニター 
(1) 事業の主旨と対象 

  今回の事業では、使用している電力量の瞬時のモニタリングと時刻データの収集を経た電力量の 

見える化を通して、その合理的な運用方案について検討すべく、測定器を現場に設置している。 

調査対象は、昨年度の報告にも触れたように、当該地域の農業従事者と一般市民50件及び新たに

計画した、当該事業に関係している複数の施設である。 

 

(2) 事業の概要 

①事業所の設置機器と入手データのフォーマット 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 6.2-1 池田選果場に設置されている省エネナビ 
 
 

表 6.2-1 電力量入手データフォーマット 
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② 家庭へのモニタリング報告 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.2-1 年次報告書のフォーマット 
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(3) 今後の課題 

 ①事業所用は、 
ⅰ計画時と運用が異なる施設が発生しているので、センサーの設置個所の移動が必要な機器が 2 

台生じている 
   ⅱ測定データの回収後、電力会社のデータと整合しない機器が 1 台発生した。調査検討を依頼し 
    ている  
  課題として、今後回収データを如何に活用していくかが、求められている 

②家庭用は 
 ⅰデータの回収とグラフ化に終始しており、現時点では個々に具体的な提案ができていない 
 ⅱ協議会側で、回収データの分析がなされていない。 
  来年度の時点で、データの解析が望ましい 
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6.3  住宅フェアとうちエコ診断事業 
(1) 概要 

  当該協議会は、事業の概要を洲本市民のみならず島民に広く宣伝すると共に、併せて省エネ活動 

  の推進・啓蒙活動の一環として、昨年来より住宅フェアに参加する中で、兵庫県の外郭団体(財) 

ひょうご環境創造協会と連携、本年度も「うちエコ診断」を実施した。 

 

(2) 事業の概要 

下記に詳細を示す。 
①住宅フェアの参加手続き 

 
 
 
 

                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
資料 6.3-1 住宅フェア開催要領資料 
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②案内チラシ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.2 内エコ診断事業 
 初年度に引き続き本年度、4 月 18 日の住宅フェア、5 月 11 日同 18 日と 3 回、兵庫県の無料診断 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料 6.3-2 案内チラシ抜粋 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 6.3-3 新聞折込(縮小) 
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③無料「うちエコ診断」申込書フォーマット 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 6.3-4 申込書フォーマット 
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③回収アンケートの整理Ⅰ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 6.3-5 アンケート回答リスト 
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アンケートⅡ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 6.3-6 太陽光発電装置に関するアンケートの一例 
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④「うちエコ診断」参加者の分析データ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 6.3-7 「うちエコ診断」参加者の分析データの抜粋 
 
 
⑤当日の様子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 6.3-1 「うちエコ診断」の様子[左は控室に於ける『詳細診断』、右は会場での『簡易診断』] 
 
 
(3) まとめ 

  当該事業は、広く地球環境の保全までを含んだ啓蒙・啓発をメインとした、「年一度の一過性の 
  イベント活動」であるので、当該事業の中での定量的な評価には、一工夫が残っている。 
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6.4  田原市セミナー報告書 
(第１回 田原市低炭素施設園芸づくりセミナー) 

(1) セミナーの概要 

日時: 平成24年2月22日 10時～17時 

場所: 愛知県田原市文化会館多目的室 

次第: 現地見学(午前)及び基調講演とパネル・ディスカッション(午後) 

 

(2) セミナーの主旨 

全国6ｶ所で実施されている「低炭素むらづくりモデル支援事業」で得た知見を相互に学び、それ 

ぞれの事業体での援用・展開を可能にすると共に、モデル事業としての成果を広く全国に開示す 

る事で、農業の科学的・合理的な運用に寄与することを期して、ソフト事業取りまとめの要とな 

っている三総研のサポートを受け、企画されたセミナーである。 

   下記にセミナーの案内パンフレットの一部を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料6.4-1 セミナー・パンフレット 
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(3) セミナーの様子 

  前述のように、現地見学が午前、基調報告並びにパネル・ディスカッションが午後に催された。 
  当日の様子を写真で下記に示す。 
Ⅰ現地見学会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真6.4-1 協議会の銘板            写真6.4-2 電照菊ハウスでの説明(HPより) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 6.4-3 協議会の事業内容説明パネル  
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写真 6.4-4 電照菊のハウス内の様子           写真 6.4-5 ハウス内外の気象データ  

一元管理システム 
 
 
Ⅱ基調講演とパネル・ディスカッション 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
写真 6.4-6 パネル・ディスカッションの模様 (HP より)       写真 6.4-7 実証報告演題         

 
 
(4) セミナーで得た知見 

農業を専業としている地域の意気込み、支援する自治体の気迫、双方の連携と高等研究機関との 

協働による、当該地域の今後の農業のあり方の模索とそれへの対応、関係者を総動員した「農商 

工等連携促進法」の取り込みと、それに付随する各種補助金を活用した、前向きな試行錯誤の報 

告に驚愕した。 

併せて、基調講演で、現状の問題点の把握、それを通じた今後の日本農業の在り方について、一 

つの方向性を簡潔に示された、前述の 6.1「営農活動に於けるｅ－案山子プロジェクトの検討」 
の項で紹介した、豊橋技術科学大学 先端農業・バイオリサーチセンター 三枝 正彦特任教授の 
講義は非常に有意義であった。 
次ページに当日の資料「低炭素施設園芸を拓く、農業日本一田原の挑戦」より、講演内容の項目 

並びにポイントを紹介する(但し洲本地域では、ビニール・ハウスについては、今後の参考デー 

タとする)。 
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資料 6.4-2 基調講演骨子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

資料 6.4-3 農業の時給データ比較 
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資料 6.4-4 農商工の連携促進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 6.4-5 植物工場の特徴 
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資料 6.4-6 ハウスと太陽光発電装置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 6.4-7 ハウスと収穫量の要因 
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資料 6.4-8 オランダに於ける一例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 6.4-9 一元化管理のイメージ 
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資料 6.4-10 農業と IT の活用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
資料 6.4-11  経営とエネルギー 
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(5) 感想 

兼業農家主体の地域と専業農家主体の地域の、彼我の農業に対する姿勢の温度差が非常に大きい 
とは、それぞれの地域の物理的制約・伝統・生産様式もあり、致し方のないところである。 
逆にこのことが、それぞれの地域の特色を生み出し、地域の活性化につながっているとも理解し 
うる。 
いずれにしても、このセミナーを通じて、一方で各地の先進的な知見を活かしていくことの重 
要性に気づかされたことは、大きな成果であった。 
処で、今回のセミナーの現地見学の際、電照菊ハウス内外の気象物理的データを把握、一元管理 
を可能とするシステムに遭遇した。然るに乍遺憾、オランダ製のシステム(購入ソフト料約 700 
万円)とのことであった。 
当該事業が急遽開始されている背景を勘案、時間軸で推し量った時、先行している機器を海外か 

ら導入せざるを得なかった状況は理解できるものの、他方2008年7月に「農商工等連携促進法」 

が施工されており、ここでは既に触れたように「地域の基幹産業の一つである農業(農林水産省 

所管)と、商工業(経済産業省所管)が、有機的に連携し、新たなビジネスを生み出すことで、地 

域の活性化を計ること」が期待されているとしている。 

当該システムの管理対象のデータは、前掲写真 6.4-5 「ハウスのデータ一元管理システム」より、

九つのデータ(外気温、日射量、温度、相対湿度、絶対湿度、二酸化炭素濃度、空気乾燥度合い、

蒸散量、設備の温度)である。 
これらのデータの収集若しくは推定演算は、現在の日本の工業技術ではいとも簡単に採集できる 
(但し蒸散量については、計算モデルとしては、未だ確立はしていない)。 

当該システムには、収集・演算したデータを、各種管理工程で加工する機能が含まれていると想 
定もされるが、農業生産の知見がある場合、工業資本との連携がスムースであれば、独自に構築 
できたとも想定される。かかる意味において、前述の法律の主旨が十全に活かされていないので 
はとの思いを持ち帰った。 
由来、明治以降日本は、欧米に追い付き追い越せと、当時は富国強兵政策の下に、官営工場を主 
体に不当に割高な設備を導入、それらを使いこなすこと及び改善することで、先進国にキャッ 
チ・アップを図ってきた経緯がある。又戦後も主として米国より技術を導入することで、1970 
年以降世界的な技術工業国として成長してきたが、「追いついた後」の目的を自立的に打ち立て 
ることができず、今日の停滞状況に至っているとの指摘も垣間見られる。 
いずれにしても、高等研究機関と併せて、工業資本を積極的に活用することが、前述の法律の趣 
旨に馴染むとすれば、速やかな商業及び工業資本との連携を確立し、当該地域それぞれ独自の、 
独創的な一元化管理システムの構築を、模索することが望ましいのではと思案している。 
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6.5  第 2 回 低炭素むらづくり推進セミナー報告書 
(1) セミナーの概要 

日時: 平成24年3月7日 13時～16:40時 

場所: （株）三菱総合研究所 大会議室（東京都千代田区永田町） 

次第: 基調講演とパネル・ディスカッション 

 

(2) セミナーの内容 

専門家(学識経験者)、自治体、企業等(農林水産業関連分野のみならず、再生可能エネルギー設 

備事業者、小売・卸売事業者も含め幅広く)、農林漁業関係者等を対象に、「モデル地区事業」 

の取組状況と「手引書(案)」の紹介を実施、広くネットワーク化を計ることを期し、農林水産省 

が主催、三総研がとりまとめ、企画されたセミナー(意見交換会)である。 

   下記に、当日のセミナーの議事次第を紹介する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 6.5-1 議事次第 
 
 
(3) セミナーに於ける「洲本低炭素むらづくり協議会」の発表内容 

  当日のテーマを下記に列記する。 

 ①補助事業を活用した「低炭素化」をきっかけに、農村地域の更なる「活性化」に資すること 

が出来るのか 

   ②この時、何を持って「産地の活性化」としているのか 

その際の「低炭素化」が果たす役割は何か  

③少子高齢化問題が叫ばれて久しい中、農業農村地域の将来は見えるのか 

 

以上の主旨に基づき、当日のパネル・ディスカッションで、当該地域の取組状況を中心に報告し 

た。 

当日pptで報告した内容を、次ページ以降に示す。 
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(4) セミナーに於ける成果と課題 
  成果としては、 
①基調講演で主催者側が積極的に開示し、事業関係者に活用することを期待している点が、一層明 
白になったこと 

②再生可能エネルギーの固定買取制度についての、最新の情報が入手できたこと 
③今回の事業に対する、各地域の取り組み内容の違いが理解できたこと 
 今後の課題としては 
①時間に制約があり、十全な情報把握に繋がりにくかったこと 
②各地の先進的な知見の活用を計るシステムが構築されなかったこと 
③遠路より集合しているにも拘わらず、セミナー後の懇親を通じた、情報の把握が図れなかったこ 
 と 
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6.6 援農インターンシップ 
 (1) 背景 

 昨年度、洲本低炭素むらづくり協議会の構成メンバーであるJA淡路日の出農業協同組合では、神 

戸大学大学院農学研究科博士前期過程の中国人学生を1名、2週間にわたり国際親善の一環として、 

日本の農業及び農協事業の一端の理解とそこで得た知見の活用を期し、又併せて将来の農村地域 

の活性化に資する可能性も鑑み、インターンシップ受け入れ事業として実施したことは、昨年度 

の報告書に記載した。 

今回、広く一般の留学生にも日本農業の現状を体験できる企画を、「玉ねぎ収穫の援農」として 

実施した。 

 

(2) 工程と参加者 

①日時:2011年6月4日(土)、5日(日)2日間(現地宿泊) 

②場所:上谷玉ねぎ圃場(農協職員) 

③参加者:日本側関係者 男女8名(含農家) 

         留学生    男女8名 

 

(3) 経過と様子 

ⅰ農業の朝は早いとの事。現地8時集合の後、作業開始 

ⅱ農村出身の留学生もいるが、各位勉強一筋で、且つ大事にされてきているので、野良仕事も含 

め殆ど経験がないとの事 

   ⅲ初日午前中は、手より口が先に立ち、まるでピクニックの如く、姦しい事おびただしい 

   ⅳ昼の休憩時は、さすがにおとなしくなっていた 

   ⅴ昼からの仕事は、ペースが極端に低下。黙々と手を動かすが、いくら収穫してもなかなかはか 

どらない。夕刻には体中の節々が痛み、思わず「まるで強制労働収容所」との愚痴もでる 

   ⅵ日没前に、早々と退散 

   ⅶ宿舎は自炊のホテル形式。二部屋の厨房がフル回転。なかなか宴会用の料理が出てこないが、 

暫時お国自慢が揃いだす 

   ⅷ直接参加した現地関係者も含め、20名強で宴会スタート。 

    話題伯仲。 

農業の機械化と日本の小個人農業の機械設備稼働率の悪さ(今回特に減農薬の圃場であったの 

で、除草機等が入りにくく、基本的には手作業になった)、圃場の統合と持分及び作業の進め 

方等について喧々諤々。いずれにしても現行のシステムの見直しと、良し悪しは別にして現状 

の農作業の厳しさを実感として体験 

   ⅸ翌日は、作業の厳しさに留学生男子3名が敵前逃亡? 

ⅹ昼過ぎに一旦作業終了。重量感のある玉ねぎを持てる丈持って帰宅 

 

(4) 後日談 

参加者で後日、一献(反省会?)傾けたが、強烈な体験故に話題は尽きなかった。 

関係したNPOではたびたび留学生との懇親会が持たれているが、未だにひとしきり話題に上るこ 

とが多い。 

下記に写真を示す。 
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6.7 洲本低炭素むらづくり協議会パンフレットの紹介 
洲本地域の関係者のみならず、モデル事業に関与している関係者及び広く一般に、事業の内容を 

ご理解いただくこと、併せて問題点のご指摘を頂き、今後の事業の改善に資すことを期し、本年 

度も昨年度に続き、協議会のパンフレットを作製した。表・裏表紙を除き、下記に紹介する。 

(一部本文中の資料等と重複する) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料6.7-1 洲本低炭素むらづくり協議会パンフレットより 
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資料6.7-2 洲本低炭素むらづくり協議会パンフレットより 
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資料6.7-3 洲本低炭素むらづくり協議会パンフレットより 
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資料6.7-5 洲本低炭素むらづくり協議会パンフレットより 
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資料6.7-6 洲本低炭素むらづくり協議会パンフレットより 
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資料6.7-7 洲本低炭素むらづくり協議会パンフレットより 
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6.8 JA 淡路日の出農業協同組合の太陽光発電装置の設置他(参考) 
 (1) 経緯 

  洲本低炭素むらづくり協議会の構成メンバーであるJA淡路日の出農業協同組合は、平成24年3月 

末を目途に、経年劣化の進んだ本社社屋を立て替えている。 

事業所のHPに拠れば、更新工事に際しては、環境に特段の配慮をし、複数の省エネタイプの設備 

を導入している。 

この施設は、当該モデル事業には含まれていないが、協議会の中核メンバーの一構成員として、 

かかる事業を強く意識したものと想定され、モデル事業の副次的効果として評価することもあな 

がち的を外れているとも思えないので茲に紹介する。 

 

(2) 主たる更新内容 

①照明器具のLED化及び一部自然採光の導入 

②人感センサーによる節電 

③空調設備の更新 

④10kW太陽光発電装置の導入 

下記にその内の一部を写真で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真6.8-1 一階ロビー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真6.8-2 太陽光発電装置(「SUN RISE」5/2012より)  写真6.8-3 一階ロビーに設置された左同表示器 

LED 照明 

自然採光 
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(3) 期待できる節電効果の推定割合 

一般社団法人 省エネルギーセンターは、過去の調査より施設ごとの、エネルギー使用量の大ま 

かな指標を公表している。概略を下記に示す。 

 

表6.8-1 施設別エネルギー消費割合推定表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般事務所の場合、空調関係で概ね40%程度、照明コンセントで36%程度としている。 

当該事業所の場合、今回施設の延床面積が業務の見直しにより縮小されており、併せて太陽光発 

電装置が設置されている。 

用水関係以外の「動力」の存在は考えにくいので、その割合は変わると予想されるが、「保守性 

の原則」を援用、下記に簡単な推定試算を試みる。 

①空調関係は、15年程度前の機器に対して、効率は30%程度改善しているとすると 

  40%×(1－0.3)≒28% 削減率12% 

②LED照明、自然採光及び人感センサー等の使用による照明のシステム効率を、従来の場合よ 

り65%程度改善しているとし、照明とコンセントの割合を前者17%、後者23%とした場合 

 36%×(17/40)×(1－0.65)≒5%と推定される。この時の削減率は17－5≒12%であるので 

従来に比べて少なくとも25%程度の削減率は期待できる。 

前述の延床面積の縮小並びに太陽光発電装置の設置を加味した場合、更なる削減が可能と想定 

される。 

いずれにしても、省エネ活動を継続的に展開するに当たっては、設備導入前後の電力使用量の 

比較によるその効果の検証と設備投資費用回収年の金額的な兼ね合いの確認が避けて通れな 

い。 

「データの見える化」を通じた組織的・定期的なフォローが望まれる。 

表１：ビル別エネルギー消費率表　　（％） （出典：ビルの省エネルギーガイドブック掲載比率）　

区分Ｎｏ 1 2 3 4 5 6 7 8 9

区分 本件 庁舎 事務所 ﾃﾞﾊﾟｰﾄ ｽｰﾊﾟｰ ホテル 病院 集会場 学校

熱源 44 28 26 32 29 36 32 30 41

熱搬送 14 13 8 5 11 12 20 5

給湯 4 12 18

照明･ｺﾝｾﾝﾄ 40 35 36 40 40 23 21 28 36

動力 8 13 12 16 20 13 11 10 9

その他 4 10 13 4 6 5 6 12 9

合計 100 100 100 100 100 100 100 100 100


